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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　真空容器内に配置された基体に薄膜を形成するカルーセル式の薄膜形成装置であって、
　　前記基体を保持した状態で回転軸線を中心に回転可能な基体保持手段と、
　　前記基体に膜原料物質を供給して薄膜を形成する膜原料物質供給手段と、
　　前記基体のうち、特定の基体に形成された薄膜の膜厚を測定する膜厚測定手段と、を
備え、
　　該膜厚測定手段は、
　　　前記回転軸線の一方の側から前記基体保持手段の内部に向けて測定光を投光する投
光部と、
　　　前記基体保持手段の内部に設けられると共に前記投光部から投光された前記測定光
を前記特定の基体へ反射する第一の光反射部材と、
　　　前記基体保持手段の内部に設けられると共に前記特定の基体から反射された反射光
を前記回転軸線の他方の側へ向けて反射する第二の光反射部材と、
　　　該第二の光反射部材により反射された前記反射光を受光する受光部と、
　　　該受光部で受光された前記反射光に基づいて前記特定の基体に形成される薄膜の膜
厚を演算する膜厚演算部と、
　を具備し、
　　前記基体保持手段は、
　　　前記回転軸線を中心に回転する中空状の回転軸と、



(2) JP 4806268 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

　　　前記基体を保持する基板保持板と、
　　　前記基板保持板を前記回転軸に固定するフレームと、
　を具備し、
　　前記回転軸の中空内部には、前記第一の光反射部材および前記第二の光反射部材が固
定され、
　前記回転軸の壁面には、前記第一の光反射部材で反射された前記測定光および前記特定
の基体から前記第二の光反射部材に向けて反射された前記反射光が通過する開口が形成さ
れ、
　該開口は、前記特定の基体に対して常に対向して形成されてなることを特徴とする薄膜
形成装置。
【請求項２】
　前記回転軸は、両端の一部が前記真空容器の外部に延出し、
　前記投光部は、前記回転軸の一端側の前記真空容器外であって前記第一の反射部材に向
けて前記測定光を投光する位置に配置され、
　前記受光部は、前記回転軸の他端側の前記真空容器外であって前記第二の反射部材から
反射する前記反射光が入射する位置に配置されていることを特徴とする請求項１に記載の
薄膜形成装置。
【請求項３】
　前記薄膜形成装置は、一方向または両方向に回転する出力軸を有する基体保持手段駆動
源を備え、
　前記回転軸は、その一端の外周面に前記基体保持手段駆動源の出力軸の回転を伝達する
動力伝達部材が取り付けられると共に、前記一端は自由端とされていることを特徴とする
請求項２に記載の薄膜形成装置。
【請求項４】
　前記薄膜形成装置は、前記膜厚測定手段により測定された膜厚に基づいて前記基体に形
成される薄膜の膜厚を調整する膜厚調整手段をさらに備えたことを特徴とする請求項１な
いし３のいずれか１項に記載の薄膜形成装置。
【請求項５】
　前記膜原料物質供給手段は、
　　ターゲットと、
　　該ターゲットを保持して電圧を印加するスパッタ電極と、
　　該スパッタ電極に電力を供給する電力供給手段と、
　　前記ターゲットに向けてスパッタガスを供給するスパッタガス供給手段と、を備え、
　前記膜厚調整手段は、前記膜厚測定手段により測定した膜厚に基づいて、前記電力供給
手段により前記スパッタ電極に供給される電力の量または前記スパッタガス供給手段によ
り前記ターゲットに供給されるスパッタガスの流量のうち少なくともいずれか一方を調整
することを特徴とする請求項４に記載の薄膜形成装置。
【請求項６】
　前記薄膜形成装置は、
　　前記膜原料物質供給手段と前記基体保持手段との間に配設される膜厚補正板と、
　　前記膜原料物質供給手段から前記基体保持手段へ供給される膜原料物質の一部を遮断
する第一の位置、および前記第一の位置よりも膜原料物質の遮断量が少ない第二の位置と
の間で前記膜厚補正板を移動可能な補正板移動手段と、をさらに備え、
　　前記膜厚調整手段は、前記膜厚測定手段により測定された膜厚に基づいて前記補正板
移動手段による前記膜厚補正板の移動位置を調整することを特徴とする請求項４または５
に記載の薄膜形成装置。
【請求項７】
　真空容器内に配置された基体に薄膜を形成するカルーセル式の薄膜形成装置であって、
　　前記基体を保持した状態で回転軸線を中心に回転可能な基体保持手段と、
　　前記基体に膜原料物質を供給して薄膜を形成する膜原料物質供給手段と、



(3) JP 4806268 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

　　前記基体保持手段の回転軸線に沿って配置された複数の異なる基体のうち、複数の特
定の基体の膜厚を測定する膜厚測定手段と、を備え、
　　該膜厚測定手段は、
　　　前記回転軸線上の一方の側から複数の測定光を投光する投光部と、
　　　該投光部から投光された前記測定光を前記基体保持手段に配置された前記特定の基
体へ向けて反射する第一の光反射部材および前記特定の基体で反射された前記反射光を前
記回転軸線の他方の側へ向けて反射する第二の光反射部材からなる一組の光反射ユニット
と、
　　　前記第二の光反射部材で反射された前記反射光を受光する受光部と、
　　　該受光部で受光された前記反射光に基づいて前記特定の基体に形成される薄膜の膜
厚を演算する膜厚演算部と、
を具備し、
　　前記基体保持手段は、
　　　前記回転軸線を中心に回転する中空状の回転軸と、
　　　前記基体を保持する基板保持板と、
　　　前記基板保持板を前記回転軸に固定するフレームと、
を具備し、
　　前記回転軸の中空内部には、前記第一の光反射部材および前記第二の光反射部材が固
定され、
　　前記回転軸の壁面には、前記第一の光反射部材で反射された前記測定光および前記特
定の基体から前記第二の光反射部材に向けて反射された前記反射光が通過する開口が複数
形成され、
　　前記光反射ユニットは、前記基体保持手段の回転軸線方向に沿って配置された前記複
数の特定の基体に測定光を照射するように、前記回転軸線に沿って複数組配設され、
　前記複数の開口は、それぞれ前記特定の基体に対して常に対向して形成されてなること
を特徴とする薄膜形成装置。
【請求項８】
　前記薄膜形成装置は、前記膜厚測定手段により測定された前記複数の特定の基体に形成
された膜厚に基づいて膜厚分布を調整する膜厚分布調整手段をさらに備えたことを特徴と
する請求項７に記載の薄膜形成装置。
【請求項９】
　前記膜原料物質供給手段は、
　　ターゲットと、
　　該ターゲットを保持して電圧を印加するスパッタ電極と、
　　該スパッタ電極に電力を供給する電力供給手段と、
　　前記ターゲットに向けてスパッタガスを供給するスパッタガス供給手段と、を備え、
　　前記スパッタガス供給手段は、
　　　前記複数の基体に対応する位置に配置され前記スパッタガスを前記ターゲットの異
なる複数の位置に導入する複数の配管と、
　　　該複数の配管から導入される前記スパッタガスの流量を独立に調整可能なスパッタ
ガス流量調整手段と、備え、
　　前記膜厚分布調整手段は、前記膜厚測定手段で測定された前記複数の特定の基体の膜
厚に基づいて、前記スパッタガス流量調整手段による前記複数の配管から導入されるスパ
ッタガスの流量をそれぞれ独立に調整することを特徴とする請求項８に記載の薄膜形成装
置。
【請求項１０】
　前記薄膜形成装置は、
　　前記膜原料物質供給手段と前記基体保持手段との間であって、かつ前記複数の特定の
基体に対応する位置に配設される複数の補正小片と、
　　前記膜原料物質供給手段から前記基体保持手段へ供給される膜原料物質の一部を遮断
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する第一の位置と、前記第一の位置よりも膜原料物質の遮断量が少ない第二の位置との間
で前記複数の補正小片を独立に移動可能な補正小片移動手段と、をさらに備え、
　　前記膜厚分布調整手段は、前記膜厚測定手段で測定された前記複数の特定の基体の膜
厚に基づいて、前記補正小片移動手段による前記複数の補正小片の移動位置をそれぞれ独
立に調整することを特徴とする請求項８または９に記載の薄膜形成装置。
【請求項１１】
　カルーセル式の薄膜形成装置を用いて回転軸線を中心に回転可能な基体保持手段に配置
された基体に対して膜原料物質を供給して薄膜を形成する薄膜形成方法であって、
　　前記基体保持手段の内部であって特定の基体に対して常に対向して配置された光反射
部材を介して前記回転軸線の一方の側から前記特定の基体に測定光を投光する投光工程と
、
　　前記基体保持手段の内部であって前記特定の基体に対して常に対向して配置された第
二の光反射部材を介して前記回転軸線の他方の側で前記特定の基体から反射する反射光を
受光する受光工程と、
　　該受光工程で受光した反射光に基づいて前記特定の基体に形成される薄膜の膜厚を取
得する膜厚取得工程と、
　該膜厚取得工程で取得した膜厚に基づいて前記基体に形成される薄膜の膜厚を調整する
膜厚調整工程と、
　を行うことを特徴とする薄膜形成方法。
【請求項１２】
　カルーセル式の薄膜形成装置を用いて回転軸線を中心に回転可能な基体保持手段に配置
された基体に対して膜原料物質を供給して薄膜を形成する薄膜形成方法であって、
　　前記基体保持手段の内部であって、前記基体保持手段に複数保持された特定の基体に
対してそれぞれが常に対向して配置された複数の光反射部材を介して前記回転軸線の一方
の側から前記基体保持手段に配置された前記複数の特定の基体のうち異なる位置に配置さ
れた特定の基体に向けて複数の測定光を投光する投光工程と、
　　前記基体保持手段の内部であって、前記複数の特定の基体に対してそれぞれが常に対
向して配置された複数の第二の光反射部材を介して前記回転軸線の他方の側で前記異なる
位置に配置された前記特定の基体から反射する複数の反射光を受光する受光工程と、
　　該受光工程で受光した複数の反射光に基づいて前記異なる位置に配置された前記特定
の基体に形成される薄膜の膜厚を取得する膜厚取得工程と、
　　該膜厚取得工程で取得した複数の膜厚値に基づいて膜厚分布を取得する膜厚分布取得
工程と、
　　該膜厚分布取得工程で取得した膜厚分布に基づいて、前記複数の位置における膜厚分
布を調整する膜厚分布調整工程と、
　を行うことを特徴とする薄膜形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は薄膜形成装置および薄膜形成方法に係り、特にカルーセル式の回転機構を備え
た薄膜形成装置および薄膜形成方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　スパッタリングや真空蒸着などの物理蒸着やＣＶＤなどの化学蒸着により基板の表面に
光学薄膜を形成させる技術が知られている。この技術を用いて、干渉フィルタ、反射防止
フィルタ、ハーフミラー、各種バンドパスフィルタ、ダイクロイックフィルタなどの光学
素子やシリコンウェハなどの半導体素子を製造したり、各種装飾品の表面に色付けコート
や反射防止層コートを行って特定の光学特性を有する装飾品などを製造したりすることが
行われている。
【０００３】
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　このような薄膜形成技術の分野で、基板を保持する基体保持手段の回転機構の一つにカ
ルーセル式の回転機構がある。カルーセル式の回転機構では、横断面形状が円形または多
角形の回転ドラム（すなわち、基体保持手段）の外周面に複数の基板が保持されており、
この状態で、回転軸を中心に回転ドラムは回転している。このように、カルーセル式の薄
膜形成装置では、回転ドラムの外周面に基板が保持されているため、回転ドラムが回転し
ている間は一箇所にとどまった状態の基板が存在せず、すべての基板は回転軸を中心に公
転している。
【０００４】
　このため、光学方式で膜厚等の薄膜の光学特性を測定するには、回転ドラムの回転を一
旦停止してから基板に対して光学測定を行う必要があった。このような測定方法では、膜
厚測定のたびに薄膜形成工程を停止しなければならないため、薄膜形成工程に時間がかか
るという不都合があった。
【０００５】
　一方、回転ドラムが回転した状態でリアルタイムに膜厚を光学測定するためには、回転
ドラムの外側から基板に向けて測定光を投光し、基板から反射する反射光を受光する方法
が考えられる。しかしながら、この方法では、上述したように回転ドラムは回転している
ため、基板に入射する光の角度が随時変わってしまい、膜厚の正確な測定が困難であると
いう不都合があった。
【０００６】
　このような課題を解決するため、従来、中空軸である回転ドラムの回転軸を介して投光
・受光を行う膜厚計測装置を備えた薄膜形成装置が開発されている。この膜厚計側装置は
、中空軸である回転軸を備えた回転ドラムと、この回転軸内に配置された全反射ミラーと
、回転軸の軸延長上に配置された全反射ミラーと、ハーフミラーを介して回転軸延長上に
配置された全反射ミラーに測定光を照射する光源と、回転軸延長上に配置された全反射ミ
ラーからの反射光をこのハーフミラーを介して受光する受光器と、を備えている（例えば
、特許文献１参照）。
【０００７】
　この膜厚計測装置によれば、光源からの測定光は、ハーフミラーを介して回転軸延長上
に配置された全反射ミラーに照射する。この回転軸内の全反射ミラーに照射された測定光
は回転ドラムに保持された測定用ガラスに反射する。一方、測定用ガラスに照射する測定
光は同じく全反射ミラーに反射する。この反射光はハーフミラーを介して受光器に照射す
る。
【０００８】
　このように、従来の薄膜形成装置によれば、中空軸である回転ドラムの回転軸を介して
測定光や反射光を導いているので、回転ドラムが回転しているにもかかわらずリアルタイ
ムに測定用ガラスの膜厚を測定することが可能となる。
【０００９】
【特許文献１】特開２０００－０８８５３１号公報（第１～５頁、第１図、第２図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、この薄膜形成装置では、回転軸内に設けられた単一の全反射ミラーを介
して測定用ガラスへの測定光の照射と測定用ガラスからの反射光の反射が行われているた
め、回転軸の同じ端部から測定光と反射光が導入出される。このため、測定光と反射光が
回転軸内で重なりやすく、光の干渉作用により測定光や反射光の強度が変化して、得られ
る膜厚値に誤差が生じることがある。
【００１１】
　また、この薄膜形成装置では、回転軸の同じ端部から測定光と反射光が導入出されるた
め、反射光を測定光から分離して受光器に送るためのハーフミラーが必須となる。ハーフ
ミラーは所定の波長の光を反射光と透過光に分離する部材であり、光がハーフミラーを透
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過または反射すると、透過または反射された後の光の強度は、いずれもハーフミラーに入
射する前の光の強度よりも小さくなる。例えば、ハーフミラーの透過率が５０％の場合は
、光源からハーフミラーを透過する測定光の強度は１／２に低下し、さらに測定用ガラス
で反射されてハーフミラーを透過する反射光の強度も１／２に低下する。すなわち、受光
器で受光する反射光の強度は、ハーフミラーを用いずに測定したと仮定した場合に得られ
る反射光の強度と比較して１／４に低下する。従って、このような低い強度の反射光に基
づいて膜厚を演算した場合には、得られる膜厚値の精度が低下する。特に、反射率の低い
材料で形成される薄膜の膜厚を測定する場合には、受光器での反射光の検出が非常に困難
となる。
【００１２】
　本発明は、上記事情に鑑みてなされたものであって、その目的は、特にカルーセル式の
回転機構を備えた薄膜形成装置において、基板に形成される薄膜の膜厚をリアルタイムに
、かつ高い精度で測定することが可能な薄膜形成装置を提供することにある。また、本発
明の他の目的は、基板に形成される薄膜の膜厚をリアルタイムに、かつ高い精度で測定す
ることが可能な薄膜形成方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記課題を解決するために、本発明の薄膜形成装置は、真空容器内に配置された基体に
薄膜を形成するカルーセル式の薄膜形成装置であって、前記基体を保持した状態で回転軸
線を中心に回転可能な基体保持手段と、前記基体に膜原料物質を供給して薄膜を形成する
膜原料物質供給手段と、前記基体のうち、特定の基体に形成された薄膜の膜厚を測定する
膜厚測定手段と、を備え、該膜厚測定手段は、前記回転軸線の一方の側から前記基体保持
手段の内部に向けて測定光を投光する投光部と、前記基体保持手段の内部に設けられると
共に前記投光部から投光された前記測定光を前記特定の基体へ反射する第一の光反射部材
と、前記基体保持手段の内部に設けられると共に前記特定の基体から反射された反射光を
前記回転軸線の他方の側へ向けて反射する第二の光反射部材と、該第二の光反射部材によ
り反射された前記反射光を受光する受光部と、該受光部で受光された前記反射光に基づい
て前記特定の基体に形成される薄膜の膜厚を演算する膜厚演算部と、を具備し、前記基体
保持手段は、前記回転軸線を中心に回転する中空状の回転軸と、前記基体を保持する基板
保持板と、前記基板保持板を前記回転軸に固定するフレームと、を具備し、前記回転軸の
中空内部には、前記第一の光反射部材および前記第二の光反射部材が固定され、前記回転
軸の壁面には、前記第一の光反射部材で反射された前記測定光および前記特定の基体から
前記第二の光反射部材に向けて反射された前記反射光が通過する開口が形成され、該開口
は、前記特定の基体に対して常に対向して形成されてなることを特徴とする。
【００１４】
　このように、本発明の薄膜形成装置によれば、測定光は、基体保持手段の回転軸線の一
方の側から基体保持手段の内部に設けられた第一の光反射部材に向けて投光されたのち基
体へ反射される。一方、基体で反射された反射光は、第二の光反射部材により回転軸線の
他方の側へ向けて反射されたのち受光される。そして、この受光された反射光に基づいて
膜厚の演算が行われる。
　すなわち、この薄膜形成装置では、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞ
れ入射および出射されるため、測定光と反射光が回転軸内で重なることがない。このため
、測定光と反射光が重なることによる膜厚値に誤差が生じるといった不都合が生じず、測
定される膜厚値の精度を向上させることが可能となる。
　さらに、この薄膜形成装置は、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞれ入
射および出射されるため、測定光と反射光を分離するためのハーフミラーを用いる必要が
無い。このため、ハーフミラーを用いることによる測定値の感度低下が生じず、測定され
る膜厚値の感度を向上させることが可能となる。
【００１６】
　この薄膜形成装置によれば、第一の光反射部材および第二の光反射部材は回転軸に固定
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されているため、基体保持手段の回転に伴ってこれら第一の光反射部材および第二の光反
射部材が回転する。すなわち、基体保持手段の回転位置にかかわらず、常に第一の光反射
部材と第二の光反射部材が同じ基体の方向を向いている。
　このため、第一の光反射部材に向けて測定光を投光する間は、常に継続的に特定の基体
の膜厚を測定することが可能となる。
　従って、本発明の薄膜形成装置によれば、膜厚の経時的変化に関する情報を取得するこ
とが可能となる。
【００１７】
　さらにこの場合、前記回転軸は、両端の一部が前記真空容器の外部に延出し、前記投光
部は、前記回転軸の一端側の前記真空容器外であって前記第一の反射部材に向けて前記測
定光を投光する位置に配置され、前記受光部は、前記回転軸の他端側の前記真空容器外で
あって前記第二の反射部材から反射する前記反射光が入射する位置に配置されていること
が好ましい。
【００１８】
　この薄膜形成装置によれば、回転軸の両端の一部が真空容器の外部に延出しているため
、投光部および受光部を真空容器の外部に配置した状態で、測定光の投光および反射光の
受光を行うことができる。
　一方、基体保持手段の内部に投光部や受光部が設置されている場合には、基体保持手段
の回転に伴って投光部や受光部も回転するため、これらに接続された光ファイバなどがね
じれたり絡まったりするという不都合がある。また、真空容器内の基体保持手段は成膜の
過程で加熱されて高温になるため、この熱による投光部や受光部の熱変性といった不都合
が生じることがある。
　しかしながら、本発明の薄膜形成装置によれば、このような光ファイバのねじれや絡ま
りや、成膜の過程で発生する熱による影響を防止して、安定した膜厚測定を行うことが可
能となる。
【００１９】
　さらにまた、前記薄膜形成装置は、一方向または両方向に回転する出力軸を有する基体
保持手段駆動源を備え、前記回転軸は、その一端の外周面に前記基体保持手段駆動源の出
力軸の回転を伝達する動力伝達部材が取り付けられると共に、前記一端は自由端とされて
いると好適である。
【００２０】
　この薄膜形成装置によれば、回転軸の一端側の外周面に取り付けられた動力伝達部材を
介して基体保持手段駆動源の回転出力が基体保持手段に伝達される。そして、この一端は
自由端とされている。このため、真空容器外に設けられた投光部からの測定光や受光部に
入射する反射光が、基体保持手段駆動源の出力軸に遮られることなく回転軸の端部から出
射される。
　従って、複雑な構成を備えることなく、基体保持手段駆動源により基体保持手段を回転
駆動したままの状態で、安定して膜厚測定を行うことが可能となる。
【００２１】
　また、前記薄膜形成装置は、前記膜厚測定手段により測定された膜厚に基づいて前記基
体に形成される薄膜の膜厚を調整する膜厚調整手段をさらに備えることが好ましい。
【００２２】
　特にこの場合、前記膜原料物質供給手段は、ターゲットと、該ターゲットを保持して電
圧を印加するスパッタ電極と、該スパッタ電極に電力を供給する電力供給手段と、前記タ
ーゲットに向けてスパッタガスを供給するスパッタガス供給手段と、を備え、前記膜厚調
整手段は、前記膜厚測定手段により測定した膜厚に基づいて、前記電力供給手段により前
記スパッタ電極に供給される電力の量または前記スパッタガス供給手段により前記ターゲ
ットに供給されるスパッタガスの流量のうち少なくともいずれか一方を調整することが好
ましい。
【００２３】
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　また、前記薄膜形成装置は、前記膜原料物質供給手段と前記基体保持手段との間に配設
される膜厚補正板と、前記膜原料物質供給手段から前記基体保持手段へ供給される膜原料
物質の一部を遮断する第一の位置、および前記第一の位置よりも膜原料物質の遮断量が少
ない第二の位置との間で前記膜厚補正板を移動可能な補正板移動手段と、をさらに備え、
前記膜厚調整手段は、前記膜厚測定手段により測定された膜厚に基づいて前記補正板移動
手段による前記膜厚補正板の移動位置を調整することが好ましい。
【００２４】
　このように、この薄膜形成装置によれば、上記膜厚測定手段により高い精度で膜厚を測
定して、この測定した膜厚に基づいて基体に形成される薄膜の膜厚を調整することが可能
となる。膜厚の調整は、スパッタ電極に供給される電力の量、ターゲットに供給されるス
パッタガスの流量、膜厚補正板の移動位置を調整することで行われる。
　このように、この薄膜形成装置によれば、基体に形成される薄膜の膜厚を高い精度で調
整することが可能となる。
【００２５】
　上記課題は、本発明の薄膜形成装置によれば、真空容器内に配置された基体に薄膜を形
成するカルーセル式の薄膜形成装置であって、前記基体を保持した状態で回転軸線を中心
に回転可能な基体保持手段と、前記基体に膜原料物質を供給して薄膜を形成する膜原料物
質供給手段と、前記基体保持手段の回転軸線に沿って配置された複数の異なる基体のうち
、複数の特定の基体の膜厚を測定する膜厚測定手段と、を備え、該膜厚測定手段は、前記
回転軸線上の一方の側から複数の測定光を投光する投光部と、該投光部から投光された前
記測定光を前記基体保持手段に配置された前記特定の基体へ向けて反射する第一の光反射
部材および前記特定の基体で反射された前記反射光を前記回転軸線の他方の側へ向けて反
射する第二の光反射部材からなる一組の光反射ユニットと、前記第二の光反射部材で反射
された前記反射光を受光する受光部と、該受光部で受光された前記反射光に基づいて前記
特定の基体に形成される薄膜の膜厚を演算する膜厚演算部と、を具備し、前記基体保持手
段は、前記回転軸線を中心に回転する中空状の回転軸と、前記基体を保持する基板保持板
と、前記基板保持板を前記回転軸に固定するフレームと、を具備し、前記回転軸の中空内
部には、前記第一の光反射部材および前記第二の光反射部材が固定され、前記回転軸の壁
面には、前記第一の光反射部材で反射された前記測定光および前記特定の基体から前記第
二の光反射部材に向けて反射された前記反射光が通過する開口が複数形成され、前記光反
射ユニットは、前記基体保持手段の回転軸線方向に沿って配置された前記複数の特定の基
体に測定光を照射するように、前記回転軸線に沿って複数組配設され、前記複数の開口は
、それぞれ前記特定の基体に対して常に対向して形成されてなることにより解決される。
【００２６】
　このように、本発明の薄膜形成装置によれば、基体保持手段の回転軸線に沿って複数の
光反射ユニットが配設されているため、基体保持手段の回転軸線に沿って配置された複数
の異なる基体の膜厚をそれぞれ測定することが可能となっている。すなわち、これら複数
の異なる基体間での膜厚分布を測定することが可能となる。
【００２７】
　さらに、前記薄膜形成装置は、前記膜厚測定手段により測定された前記複数の特定の基
体に形成された膜厚に基づいて膜厚分布を調整する膜厚分布調整手段をさらに備えること
が好ましい。
【００２８】
　特にこの場合、前記膜原料物質供給手段は、ターゲットと、該ターゲットを保持して電
圧を印加するスパッタ電極と、該スパッタ電極に電力を供給する電力供給手段と、前記タ
ーゲットに向けてスパッタガスを供給するスパッタガス供給手段と、を備え、前記スパッ
タガス供給手段は、前記複数の基体に対応する位置に配置され前記スパッタガスを前記タ
ーゲットの異なる複数の位置に導入する複数の配管と、該複数の配管から導入される前記
スパッタガスの流量を独立に調整可能なスパッタガス流量調整手段と、備え、前記膜厚分
布調整手段は、前記膜厚測定手段で測定された前記複数の特定の基体の膜厚に基づいて、
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前記スパッタガス流量調整手段による前記複数の配管から導入されるスパッタガスの流量
をそれぞれ独立に調整すると好適である。
【００２９】
　あるいは、前記薄膜形成装置は、前記膜原料物質供給手段と前記基体保持手段との間で
あって、かつ前記複数の特定の基体に対応する位置に配設される複数の補正小片と、前記
膜原料物質供給手段から前記基体保持手段へ供給される膜原料物質の一部を遮断する第一
の位置と、前記第一の位置よりも膜原料物質の遮断量が少ない第二の位置との間で前記複
数の補正小片を独立に移動可能な補正小片移動手段と、をさらに備え、前記膜厚分布調整
手段は、前記膜厚測定手段で測定された前記複数の特定の基体の膜厚に基づいて、前記補
正小片移動手段による前記複数の補正小片の移動位置をそれぞれ独立に調整することが好
ましい。
【００３０】
　このように、この薄膜形成装置によれば、上記膜厚測定手段により測定された複数の異
なる基体に形成された膜厚に基づいて、膜厚分布を調整することができる。この膜厚分布
の調整は、複数の配管からターゲットに供給されるスパッタガスの流量の増減、または補
正小片の移動位置を調整することで行われる。
　このように、この薄膜形成装置によれば、基体に形成される薄膜の膜厚分布を高い精度
で調整することが可能となる。
【００３１】
　上記課題は、本発明の薄膜形成方法によれば、カルーセル式の薄膜形成装置を用いて回
転軸線を中心に回転可能な基体保持手段に配置された基体に対して膜原料物質を供給して
薄膜を形成する薄膜形成方法であって、前記基体保持手段の内部であって特定の基体に対
して常に対向して配置された光反射部材を介して、前記回転軸線の一方の側から前記特定
の基体に測定光を投光する投光工程と、前記基体保持手段の内部であって前記特定の基体
に対して常に対向して配置された第二の光反射部材を介して、前記回転軸線の他方の側で
前記特定の基体から反射する反射光を受光する受光工程と、該受光工程で受光した反射光
に基づいて前記特定の基体に形成される薄膜の膜厚を取得する膜厚取得工程と、該膜厚取
得工程で取得した膜厚に基づいて前記基体に形成される薄膜の膜厚を調整する膜厚調整工
程と、を行うことにより解決される。
【００３２】
　このように、本発明の薄膜形成方法によれば、測定光は、基体保持手段の回転軸線の一
方の側から基体保持手段の内部に向けて投光されたのち基体へ反射される。そして、基体
で反射された反射光は、回転軸線の他方の側へ向けて反射されたのち受光される。この受
光された反射光に基づいて膜厚の演算が行われ、この膜厚に基づいて膜厚がフィードバッ
ク制御される。
　すなわち、この薄膜形成方法では、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞ
れ入射および出射されるため、測定光と反射光が回転軸内で重なることがない。このため
、測定光と反射光が重なることによる膜厚値に誤差が生じるといった不都合が生じず、測
定される膜厚値の精度を向上させることが可能となる。
　さらに、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞれ入射および出射されるた
め、測定光と反射光を分離するためのハーフミラーを用いる必要が無い。このため、ハー
フミラーを用いることによる測定値の感度低下が生じず、測定される膜厚値の感度を向上
させることが可能となる。
　そして、このような高い精度の膜厚測定により得られた膜厚値に基づいて膜厚をフィー
ドバック制御により調整することで、得られる光学製品の膜厚を厳密に制御することが可
能となる。
【００３３】
　また、上記課題は、カルーセル式の薄膜形成装置を用いて回転軸線を中心に回転可能な
基体保持手段に配置された基体に対して膜原料物質を供給して薄膜を形成する薄膜形成方
法であって、前記基体保持手段の内部であって、前記基体保持手段に複数保持された特定
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の基体に対してそれぞれが常に対向して配置された複数の光反射部材を介して、前記回転
軸線の一方の側から前記基体保持手段に配置された前記複数の特定の基体のうち異なる位
置に配置された特定の基体に向けて複数の測定光を投光する投光工程と、前記基体保持手
段の内部であって、前記複数の特定の基体に対してそれぞれが常に対向して配置された複
数の第二の光反射部材を介して、前記回転軸線の他方の側で前記異なる位置に配置された
前記特定の基体から反射する複数の反射光を受光する受光工程と、該受光工程で受光した
複数の反射光に基づいて前記異なる位置に配設された前記特定の基体に形成される薄膜の
膜厚を取得する膜厚取得工程と、該膜厚取得工程で取得した複数の膜厚値に基づいて膜厚
分布を取得する膜厚分布取得工程と、該膜厚分布取得工程で取得した膜厚分布に基づいて
、前記複数の位置における膜厚分布を調整する膜厚分布調整工程と、を行うことにより解
決される。
【００３４】
　このように、この薄膜形成方法によれば、基体保持手段の回転軸線の一方の側から基体
保持手段の内部に向けて測定光を投光し、この測定光を基体へ反射している。そして、基
体から反射した反射光は、回転軸線の他方の側へ向けて反射されたのち受光される。この
受光した反射光に基づいて膜厚の演算を行い、この膜厚分布に基づいて膜厚分布をフィー
ドバック制御している。
　すなわち、この薄膜形成方法では、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞ
れ入射および出射されるため、測定光と反射光が回転軸内で重なることがない。このため
、測定光と反射光が重なることによる膜厚値に誤差が生じるといった不都合が生じず、測
定される膜厚値の精度を向上させることが可能となる。
　さらに、この薄膜形成方法は、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞれ入
射および出射されるため、測定光と反射光を分離するためのハーフミラーを用いる必要が
無い。このため、ハーフミラーを用いることによる測定値の感度低下が生じず、測定され
る膜厚値の感度を向上させることが可能となる。
　そして、このような高い精度の膜厚測定により得られた膜厚値に基づいて膜厚分布をフ
ィードバック制御により調整することで、得られる光学製品の膜厚分布を厳密に制御する
ことが可能となる。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明の薄膜形成装置によれば、回転軸線の異なる方向から測定光と反射光がそれぞれ
入射および出射されるため、誤差が少なく精度の高い膜厚値を得ることが可能となる。従
って、特に反射率の低い材料からなる薄膜の膜厚を測定するような場合であっても、高い
感度で精度の高い膜厚値を得ることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下に、本発明の第一の実施形態について図面を参照して説明する。なお、以下に説明
する部材、配置等は、本発明を限定するものではなく、本発明の趣旨に沿って各種改変す
ることができることは勿論である。
【００３７】
　図１～図７は本発明の第一の実施形態に係る薄膜形成装置の説明図であり、図１は第一
の実施形態に係る薄膜形成装置を上方から見た説明図、図２は図１の薄膜形成装置を矢視
Ａ－Ａ'方向に見た説明図、図３は回転ドラム１３を斜め上方から見た斜視部分断面図、
図４は第一の実施形態に係る薄膜形成装置の機能的構成を示すブロック図、図５は図１の
成膜プロセス領域２０Ａを拡大して示した説明図、図６は図１の成膜プロセス領域２０Ａ
を基板側から見た状態を示す説明図、図７は図１の反応プロセス領域６０Ａを拡大して示
した説明図である。
【００３８】
　本実施形態では、薄膜形成装置としてスパッタの一例であるマグネトロンスパッタを行
う薄膜形成装置を用いているが、本発明の薄膜形成装置としては、このようなマグネトロ
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ンスパッタに限定されず、マグネトロン放電を用いない２極スパッタ等の他の公知のスパ
ッタを行う薄膜形成装置を用いることもできる。
【００３９】
　また、本実施形態では、成膜プロセス領域として単一の成膜プロセス領域２０Ａのみを
設けて、１種類の材料からなるターゲットをスパッタしているが、成膜プロセス領域２０
Ａとは別の領域にもうひとつの成膜プロセス領域を設けて、それぞれ異なる種類のターゲ
ットをスパッタすることで、２種類の金属材料からなる複合薄膜を形成するようにしても
よい。
【００４０】
　本実施形態の薄膜形成装置では、ターゲットをスパッタして膜原料物質を基板表面に付
着させることで目的の膜厚よりも相当程度薄い薄膜を基板表面に付着するスパッタ処理工
程と、この膜原料物質に対して酸化などの処理を行って薄膜の組成を変換するプラズマ処
理工程とにより基板表面に中間薄膜を形成し、このスパッタ処理工程とプラズマ処理工程
を複数回繰り返すことで、中間薄膜を複数層積層して目的の膜厚を有する最終薄膜を基板
表面に形成している。
【００４１】
　具体的には、スパッタ処理工程とプラズマ処理工程によって組成変換後における膜厚の
平均値が０．０１～１.５ｎｍ程度の中間薄膜を基板表面に形成する工程を、回転ドラム
の回転毎に繰り返すことにより複数の中間薄膜が積層し、目的とする数ｎｍ～数百ｎｍ程
度の膜厚を有する最終薄膜を形成している。
【００４２】
　以下、本発明の一実施形態に係る薄膜形成装置について説明する。図１は本実施形態に
係る薄膜形成装置を上方から見た説明図であり、薄膜形成装置を構成する部材等の一部を
断面にして模式的に示してある。この図に示すように、本実施形態の薄膜形成装置１は、
真空容器１１と、回転ドラム１３と、スパッタ手段２０と、スパッタガス供給手段３０と
、プラズマ発生手段６０と、反応性ガス供給手段７０と、を主要な構成要素としている。
なお、図中では、スパッタ手段２０は破線、スパッタガス供給手段３０は一点鎖線、プラ
ズマ発生手段６０は破線、反応性ガス供給手段７０は二点鎖線で囲んで表示している。
【００４３】
　真空容器１１は、公知の薄膜形成装置で通常用いられるようなステンレススチール製で
、ほぼ直方体形状をした中空体である。真空容器１１の内部は、開閉扉としての扉１１Ｃ
によって薄膜形成室１１Ａとロードロック室１１Ｂに分けられる。真空容器１１の上方に
は扉１１Ｃを収容する図示しない扉収納室が設けられており、扉１１Ｃは真空容器１１の
内部と扉収納室の内部との間でスライドすることで開閉する。
【００４４】
　真空容器１１には、ロードロック室１１Ｂと真空容器１１の外部とを仕切るための扉１
１Ｄが設けられている。扉１１Ｄはスライドまたは回動することで開閉する。真空容器１
１の内部の薄膜形成室１１Ａには、排気用の配管１６ａ－１が接続され、この配管１６ａ
－１には真空容器１１内を排気するための真空ポンプ１５ａが接続されている。
【００４５】
　配管１６ａ－１の一端は開口しており、この開口は真空容器１１内の成膜プロセス領域
２０Ａと反応プロセス領域６０Ａとの間に位置している。このような配置とすることで、
成膜プロセス領域２０Ａで飛散した膜原料物質を真空ポンプ１５ａで吸引することが可能
となり、成膜プロセス領域２０Ａから飛散した膜原料物質が反応プロセス領域６０Ａに侵
入して基板の表面やプラズマ発生手段６０を汚染することを防止できる。また、真空容器
１１の内部のロードロック室１１Ｂには、排気用の配管１６ｂが接続され、この配管１６
ｂには真空容器１１内を排気するための真空ポンプ１５ｂが接続されている。
【００４６】
　本実施形態の薄膜形成装置は、このようなロードロック室１１Ｂを備えているため、薄
膜形成室１１Ａ内の真空状態を保持した状態で基板の搬入出を行うことが可能となる。従
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って、基板を搬出する毎に真空容器内を脱気して真空状態にする手間を省くことが可能と
なり、高い作業効率で成膜処理を行うことができる。
【００４７】
　なお、本実施形態の真空容器１１は、ロードロック室１１Ｂを備えるロードロック方式
を採用しているが、ロードロック室を設けないシングルチャンバ方式を採用することも可
能である。また、複数の真空室を備え、それぞれの真空室で独立に薄膜形成を行うことが
可能なマルチチャンバ方式を採用することも可能である。
【００４８】
　回転ドラム１３は、表面に薄膜を形成させる基板Ｓを真空容器１１内で保持するための
筒状の部材であり、本発明の基体保持手段に該当する。図２は図１の薄膜形成装置を矢視
Ａ－Ａ'方向に見た説明図である。この図では、部材の配置などの説明を容易にするため
薄膜形成装置を構成する部材等の一部を断面にして記載してある。また、図３は回転ドラ
ム１３を斜め上方から見た斜視部分断面図である。この図では、各部材の配置などについ
ての理解を容易にするために、回転ドラム１３の一部を切り欠いた状態にして図示すると
共に、回転軸１３ｄ内部に配設されていて本来は視認できない位置にある全反射ミラーを
破線で示してある。
【００４９】
　図２に示すように、回転ドラム１３は、複数の基板保持板１３ａと、これらの基板保持
板１３ａを支持するフレーム１３ｂと、基板保持板１３ａおよびフレーム１３ｂを締結す
る締結具１３ｃと、回転ドラム１３の中心軸をなす回転軸１３ｄと、回転軸１３ｄの端部
側の外周面に取り付けられたギヤ１３ｅと、を主要な構成要素としている。
【００５０】
　基板保持板１３ａは、ステンレススチール製の平板状部材であり、複数の基板Ｓを保持
するための複数の基板保持孔が形成されている。この基板保持孔は、基板保持板１３ａの
長手方向に沿って板面中央部に一列に配列されていると共に、板面の片面から裏側の面ま
で貫通して設けられている。基板Ｓは、基板保持板１３ａの基板保持孔に収納された状態
で、脱落しないようにネジ部材等を用いて基板保持板１３ａに固定される。基板保持板１
３ａの長手方向における両端部には、後述する締結具１３ｃを挿通可能なネジ穴が穿設さ
れている。
【００５１】
　フレーム１３ｂはステンレススチール製の材料で形成されており、上下に配設された２
つの環状部材と、これらの環状部材を回転軸１３ｄに連結する梁部材で構成されている。
フレーム１３ｂのそれぞれの環状部材には、基板保持板１３ａを取り付けた時に基板保持
板１３ａのそれぞれのネジ穴と対応する位置にネジ穴が形成されている。締結具１３ｃは
ボルトおよびナットで構成され、ボルトを基板保持板１３ａおよびフレーム１３ｂのネジ
穴に挿通してナットで固定することにより基板保持板１３ａはフレーム１３ｂに固定され
る。なお、本実施形態における回転ドラム１３の形状は、平板状の基板保持板１３ａを複
数配置しているため横断面が多角形をした多角柱状をしているが、このような多角柱状に
限定されず、中空の円筒状や円錐状であってもよい。
【００５２】
　回転ドラム１３の中心部には、真空容器１１の上下に渡って回転軸１３ｄが設けられて
いる。回転軸１３ｄは、薄膜形成装置１内で回転ドラム１３を回動するための中心軸であ
り、フレーム１３ｂの梁部材にネジなどの止着部材を用いて固定されている。この回転軸
１３ｄは、基板保持板１３ａと同様にステンレススチール製の管状部材であり、一端から
他端に渡って中空の管路が形成されている。フレーム１３ｂの回転軸１３ｄとの当接面は
絶縁部材で形成されている。これにより、基板で異常放電が発生することを防止できる。
【００５３】
　真空容器１１の上壁面と下壁面には真空容器１１の外部へ連通する開口が形成されてい
る。回転軸１３ｄの上端は、真空容器１１の上壁面に形成された開口から真空容器１１の
外部へ延出している。一方、回転軸１３ｄの下端は、真空容器１１の下壁面に形成された
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開口から真空容器１１の外部へ延出している。これらの開口の内周面には図示しない軸受
が設けられており、回転軸１３ｄはこの軸受に軸承されている。これにより、回転ドラム
１３の回転をスムーズに行うことができる。また、回転軸１３ｄの壁面との間は図示しな
いＯリングにより気密が保たれている。
【００５４】
　真空容器１１外部へ延出した回転軸１３ｄの下端部には、その外周部にギヤ１３ｅが嵌
着されている。真空容器１１の外部で回転ドラム１３の下側の位置には、回転ドラム駆動
モータ１７が設置されている。この回転ドラム駆動モータ１７は、一方向または両方向に
回転する出力軸を備えたモータであり、本発明の基体保持手段駆動源に相当する。また、
ギヤ１３ｅは本発明の動力伝達部材に相当する。
　この回転ドラム駆動モータ１７の出力軸にはギヤ１７ａが嵌着している。このギヤ１７
ａは回転軸１３ｄの下端部に設けられたギヤ１３ｅと噛合している。回転ドラム駆動モー
タ１７は図示しない電源に接続されており、この電源から電力の供給を受けてギヤ１７ａ
が回転する。ギヤ１７ａが回転すると、これに噛合するギヤ１３ｅにギヤ１７ａの回転動
力が伝達されて、ギヤ１３ｅも回転する。ギヤ１３ｅが回転すると、回転ドラム１３全体
が回転軸１３ｄの回転軸線Ｚ－Ｚ'を中心に回転する。各基板Ｓは、基板保持板１３ａ上
に保持されているため、回転ドラム１３が回転することで回転軸線Ｚ－Ｚ'を公転軸とし
て公転する。
【００５５】
　基板Ｓは、表面に薄膜が形成される成膜処理対象であり、本発明の基体に該当する。本
実施形態では、基板Ｓはガラス製の円板状部材であるが、本発明の基体としては本実施形
態のような円板状に限定されず、レンズ状や管状などの他の形状であってもよい。また、
基板Ｓの材質も本実施形態のようなガラス製に限定されず、プラスチック製や金属製など
であってもよい。
【００５６】
　次に、本発明の特徴的構成である膜厚測定手段について説明する。薄膜形成手段は、基
板表面に形成される薄膜の膜厚を測定する手段である。本実施形態では、図２および図３
に示すように、膜厚測定手段は、測定光を発する光源４１と、この光源４１からの測定光
を伝送する投光用光ファイバ４２と、投光用光ファイバ４２で伝送した測定光を全反射ミ
ラー４６に照射する投光ヘッド４３と、投光ヘッド４３からの測定光を収束する投光側集
光レンズ４４，４５と、投光ヘッド４３からの測定光をモニタ基板Ｓ０へ反射する全反射
ミラー４６と、モニタ基板から反射する反射光を受光ヘッド５４へ反射する全反射ミラー
５１と、全反射ミラー５１で反射した反射光を収束する受光側集光レンズ５２，５３と、
全反射ミラー５１で反射した反射光を受光する受光ヘッド５４と、受光ヘッド５４で受光
した反射光を伝送する受光側光ファイバ５５と、受光側光ファイバ５５で伝送された反射
光を分光する分光測定装置５６と、を主要な構成要素として備えている。
　なお、光源４１、投光用光ファイバ４２、および投光ヘッド４３は本発明の投光部に相
当する。また、全反射ミラー４６は第一の光反射部材に、全反射ミラー５１は第二の光反
射部材に相当する。また、受光ヘッド５４、受光側光ファイバ５５、および分光測定装置
５６は受光部に相当する。
【００５７】
　光源４１は、真空容器１１の外部に設置され、膜厚測定用の測定光を発する装置である
。この光源４１は、図示しない電源から電力の供給を受けて光を発する発光素子と、この
発光素子から発する光のうち特定の波長領域の光を透過するフィルタを備えている。光源
４１には投光用光ファイバ４２が接続されている。この投光用光ファイバ４２の一端は光
源４１内に導入され、光源４１のフィルタで透過した測定光がその端面に入射するように
配置されている。
【００５８】
　投光用光ファイバ４２の他端には投光ヘッド４３が取り付けられている。この投光ヘッ
ド４３は、投光用光ファイバ４２の端面から導出される測定光が後述する全反射ミラー４
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６に指向するように、投光用光ファイバ４２の端部を固定するための部材である。投光ヘ
ッド４３は、回転軸１３ｄの上側（図中では、回転軸線Ｚ－Ｚ'のうちＺ側）の真空容器
１１外部に配置されており、回転軸１３ｄの内部に配置された全反射ミラー４６に指向し
ている。このため、投光用光ファイバ４２の一端から入射した測定光は、投光用光ファイ
バ４２内を伝送して投光ヘッド４３から出射する。投光ヘッド４３から出射した測定光は
、回転軸１３ｄの一端から入射して中空軸内を軸線方向に沿って通過して全反射ミラー４
６に照射される。
【００５９】
　本実施形態では、投光ヘッド４３と全反射ミラー４６の間には投光側集光レンズ４４，
４５が配設されており、投光ヘッド４３から導出する測定光が投光側集光レンズ４４，４
５で収束されて全反射ミラー４６に照射されるように構成されている。これらの集光レン
ズのうち、投光側集光レンズ４４は真空容器１１の外部に配置され、投光側集光レンズ４
５は回転ドラム１３の回転軸１３ｄ内に配置されている。
【００６０】
　投光側集光レンズ４５で収束された測定光は、全反射ミラー４６で反射して基板Ｓに向
けて照射される。全反射ミラー４６はガラスなどの基材の表面にアルミなどの薄膜を形成
して作成した部材であり、少なくとも測定光の波長ではほぼ１００％の高い反射率を有し
ている。本実施形態の全反射ミラー４６は、ほぼ正方形の板状部材で構成されている。こ
の全反射ミラー４６は、回転軸１３ｄの中空体内部に配設されており、回転軸１３ｄの内
壁面に溶接やネジ止めなどにより固定されている。
【００６１】
　回転軸１３ｄの中央部には、側壁の一部を切り欠いた開口１３ｆが形成されている。全
反射ミラー４６から反射する測定光は、この開口１３ｆを通過して、回転ドラム１３に保
持されたモニタ基板Ｓ０に照射される。
　なお、光源４１で発生させた測定光を投光側光ファイバ４２で伝送し、投光ヘッド４３
から全反射ミラー４６を介してモニタ基板Ｓ０に照射する工程は、本発明の投光工程に相
当する。
【００６２】
　このモニタ基板Ｓ０は膜厚測定用のための基板であり、他の基板Ｓと同様に成膜プロセ
ス領域２０Ａで表面側（すなわち、回転軸１３ｄと反対側の面）に薄膜が形成される。本
実施形態のモニタ基板Ｓ０は透明のガラス材料で形成されているが、測定光の波長を高い
透過率で透過する材料であればこのようなガラス材料に限定されず、例えばプラスチック
などであってもよい。また、光学製品を作成する基板Ｓがこのような測定光の波長に対し
て高い透過率を示す場合は、測定用のモニタ基板Ｓ０を設けずに、光学製品作成用の基板
Ｓをモニタ基板として代用することも可能である。
【００６３】
　モニタ基板Ｓ０に照射された測定光は、モニタ基板Ｓ０の裏面側（すなわち、回転軸１
３ｄ側）から入射して、モニタ基板Ｓ０内部を透過する。モニタ基板Ｓ０の表面側には薄
膜が形成されているため、測定光のうち一部はこの薄膜で反射する。この反射光は、回転
軸１３ｄの開口１３ｆを通過して全反射ミラー５１に入射される。
　なお、本実施形態では、単一の開口１３ｆを測定光および反射光が通過するように構成
されているが、測定光用の開口と反射光用の開口の２つの開口を設ける構成としてもよい
。
【００６４】
　全反射ミラー５１は、モニタ基板Ｓ０で反射した反射光が回転軸１３ｄの下側の端部か
ら導出するような方向を向いた状態で、回転軸１３ｄ内に固定されている。全反射ミラー
５１は、全反射ミラー４６と同様に、測定光の波長ではほぼ１００％の高い反射率を有す
る部材である。全反射ミラー５１と受光ヘッド５４の間には、受光側集光レンズ５２，５
３が配設されている。これらの受光側集光レンズ５２，５３も投光側集光レンズ４４，４
５と同様に、反射光を収束する機能を有する。受光側集光レンズ５２で収束された反射光
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は、受光ヘッド５４に指向している。
【００６５】
　受光ヘッド５４は、回転軸１３ｄの下側（図中では、回転軸線Ｚ－Ｚ'のうちＺ'側）の
真空容器１１外部に配置されている。受光ヘッド５４は、全反射ミラー５１で反射した反
射光が入射する位置に配置されている。受光ヘッド５４には、受光側光ファイバ５５の一
端が接続されており、他端は分光測定装置５６に接続されている。モニタ基板Ｓ０から反
射した反射光は、全反射ミラー５１で反射して、受光側集光レンズ５２，５３で収束され
たのち、受光ヘッド５４に入射する。この入射した反射光は、受光側光ファイバ５５を伝
送して分光測定装置５６に導入される。
【００６６】
　このように投光ヘッド４３と受光ヘッド５４は、いずれも真空容器１１の外部に設けら
れている。仮に、これらを回転ドラム１３の内部に配置したとすると、これらに接続され
た光ファイバが回転ドラム１３の回転によりねじれたり、絡まったりする虞がある。また
、回転ドラム１３は成膜の過程で加熱されて高温となるため、この熱による投光ヘッドや
受光ヘッドが熱変性するといった不都合が生じる虞もある。このため、回転ドラム１３が
回転しても、光ファイバがねじれたり絡まったりしない特別の構成が必要となる。しかし
ながら、本発明の膜厚測定装置では、このような光ファイバのねじれや絡まりや、成膜の
過程で発生する熱による影響を防止して、安定した膜厚測定を行うことが可能となる。
【００６７】
　また、この薄膜形成装置１は、回転軸１３ｄの一端側の外周面に取り付けられたギヤ１
３ｅを介して、回転ドラム駆動モータ１７の回転出力を回転ドラム１３に伝達するよう構
成されている。
　仮に、回転ドラム駆動モータ１７の出力軸の端面と回転ドラム１３の回転軸１３ｄの端
面とを連接して両軸を一軸状とした場合、回転軸１３ｄの端部にはこの出力軸が接合して
いるため、反射光はこの出力軸に遮られて回転軸１３ｄの一端側から出射することができ
ない。このため、回転軸１３ｄ内に更に全反射ミラーを設けると共に、回転軸１３ｄの側
面にさらに開口を設けて、この開口を介して反射光を出射させるような複雑な構成を採用
する必要がある。
　一方で、本発明の薄膜形成装置１では、回転軸１３ｄの端部側は自由端となっているた
め、この端部から直接反射光が出射できるようになっている。従って、本発明の薄膜形成
装置は、回転軸１３ｄの端部外周面に取り付けられたギヤ１３ｅを介して回転ドラム駆動
モータ１７の回転出力を伝達するという簡単な構成で、回転ドラム１３を回転したままの
状態で安定して薄膜測定を行うことが可能となっている。
【００６８】
　分光測定装置５６は、反射光のうち所定の波長の光の強度を測定する装置である。分光
測定装置５６は、膜厚測定で使用される公知の分光測定装置と同様の構成を備えている。
すなわち、図４に示すように、分光測定装置５６は、反射光のうち所定の波長領域の光を
透過する分光素子と、この分光素子を透過した光を受光して光の強度に応じた電流値を出
力する受光素子を備えている。
【００６９】
　分光素子は、例えばグレイティングのような回折格子を備えた部材で構成され、所定の
波長領域の光を透過する。本実施形態では、分光素子は測定光の波長を少なくともほぼ１
００％の透過率で透過する。この分光素子を透過した光は受光素子に照射される。受光素
子は、例えばフォトダイオードなどの半導体素子から構成される。フォトダイオードはｐ
型およびｎ型の半導体を接合した素子で、その接合面に光が当たるとその光の強度に応じ
た電流が発生する。この電流は、分光測定装置５６内のＡ／Ｄ変換器によりデジタル信号
化されて、分光測定装置５６から後述する膜厚演算コンピュータ５７に出力される。
　なお、モニタ基板Ｓ０で反射した反射光を全反射ミラー５１を介して受光ヘッド５４で
受光し、この受光した反射光を受光側光ファイバ５５で伝送して分光測定装置５６で分光
測定を行う工程は、本発明の受光工程に相当する。
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【００７０】
　膜厚演算コンピュータ５７は、分光測定装置５６で測定した反射光の強度に基づいて、
モニタ基板Ｓ０に形成された薄膜の膜厚を演算する手段である。図４に示すように、膜厚
演算コンピュータ５７は、演算手段としてのＣＰＵと、記憶手段としてのハードディスク
およびメモリ（具体的には、ＲＯＭ、ＲＡＭ）と、外部装置等との間で信号を送受信する
際の入出力ポートとしてのＩ／Ｏポートと、を備えている。
　なお、膜厚演算コンピュータ５７は本発明の膜厚演算部に相当する。
【００７１】
　膜厚演算コンピュータ５７には、分光測定装置５６が電気的に接続されている。分光測
定装置５６でデジタル化された反射光の強度の信号は、膜厚演算コンピュータ５７のＩ／
Ｏポートに入力される。ハードディスクには、反射光の強度の変化とモニタ基板Ｓ０に形
成された薄膜の膜厚との相関関係が記憶された膜厚相関関係データと、分光測定装置５６
から送信される反射光の強度信号とこの膜厚相関関係データに基づいて膜厚を演算する膜
厚演算プログラムが記憶されている。
【００７２】
　以下に、膜厚演算コンピュータ５７で膜厚を測定する原理について説明する。モニタ基
板Ｓ０に照射された測定光は、モニタ基板Ｓ０と薄膜の間の境界、および薄膜と真空容器
側の間の境界で反射する。この時、これらの反射光が互いに干渉を起こして、反射光の強
度に変化が生じる。
【００７３】
　ここで、薄膜の反射光の強度と膜厚との間には、所定の相関関係がある。より詳細には
、薄膜の屈折率ｎ，波長λ，幾何学的膜厚ｄとすると、光学的膜厚ｎｄがλ／４の整数倍
となる毎に周期的に反射光の強度はピークを示すことが知られている。ピークの高さ（ピ
ーク値Ｐ）と屈折率には所定の相関関係があるため、ピーク値Ｐを求めることで屈折率を
求めることが可能となる。すなわち、反射光の強度を測定することでピーク値Ｐが求めら
れ、このピーク値Ｐの屈折率ｎと波長λの値に基づいて、光学的膜厚ｎｄから幾何学的膜
厚ｄを算出することが可能となる。
【００７４】
　膜厚演算コンピュータ５７は、測定光の波長λを予め設定値として記憶している。そし
て、膜厚演算プログラムは、分光測定装置５６から送信される反射光の強度信号からピー
クＰの高さを求めて屈折率ｎを演算する。さらに、この屈折率ｎと波長λの値に基づいて
、幾何学的膜厚ｄを算出する。
　この膜厚演算コンピュータ５７で膜厚を算出する工程は、本発明の膜厚取得工程に相当
する。
【００７５】
　膜厚演算コンピュータ５７は、膜厚制御装置９０と電気的に接続されている。膜厚制御
装置９０は、ＭＰＵなどの演算手段と、ＲＯＭ，ＲＡＭなどの記憶手段と、他の装置と電
気信号を送受信する入出力ポートを備えている。膜厚制御装置９０には、膜厚演算コンピ
ュータ５７で測定した膜厚（すなわち、幾何学的膜厚ｄ）が入力される。膜厚制御装置９
０は、膜厚制御信号生成部を備えており、この膜厚に基づいて、成膜レートや成膜時間を
調整することにより、膜厚を制御する。
　具体的には、膜厚制御装置９０は、膜厚演算コンピュータ５７で取得した膜厚に基づい
て、後述するスパッタ手段２０の交流電源２４からターゲット２２ａ，２２ｂに供給され
る電力の増減、スパッタガス供給手段３０により成膜プロセス領域２０Ａに供給されるス
パッタガスや反応性ガスの供給量の増減、後述する図５や図６に示す補正板駆動モータ８
４ａ，８４ｂによる膜厚補正板８１ａ，８１ｂの進退移動のいずれか１つ以上の方法によ
り、成膜レートを調整する。この膜厚制御装置９０による成膜レートの調整については、
後に詳細に説明する。
　なお、この膜厚制御装置９０は本発明の膜厚調整手段に相当する。また、膜厚制御装置
９０で膜厚を調整する工程は、本発明の膜厚調整工程に相当する。
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【００７６】
　また、成膜時間を調整することによって膜厚を調整することも可能である。すなわち、
膜厚演算コンピュータ５７で取得したモニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも小
さい場合は、膜厚制御装置９０は、所定の成膜終了時間で成膜を終了せずに成膜時間を延
長するよう、予め設定した膜厚まで膜厚を増加させる。一方、膜厚演算コンピュータ５７
で取得したモニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも大きい場合は、膜厚制御装置
９０は、所定の成膜終了時間よりも前に成膜を終了させることで成膜時間を短縮して、予
め設定した膜厚で成膜を終了する。なお、これらの膜厚制御方法は、いずれか１つのみを
用いて膜厚を調整してもよいし、複数の方法を組み合わせて膜厚を調整してもよい。
【００７７】
　次に、基板Ｓの表面に薄膜を形成する成膜プロセス領域２０Ａと反応プロセス領域６０
Ａについて説明する。図１に示すように、真空容器１１の内壁には、回転ドラム１３へ面
した位置に仕切壁１２と仕切壁１４が立設されている。本実施形態における仕切壁１２と
仕切壁１４は、真空容器１１と同じくステンレススチール製の部材である。図１および図
２に示すように、仕切壁１２は、上下左右が回転ドラム１３に向けて突出した形状をして
おり、真空容器１１の内壁面から回転ドラム１３に向けて四方を囲んだ状態となっている
。なお、仕切壁１４についても仕切壁１２と同様の形状をしている。これにより、成膜プ
ロセス領域２０Ａと反応プロセス領域６０Ａがそれぞれ真空容器１１内で区画される。
【００７８】
　図１に示すように、真空容器１１の側壁は真空容器１１の外方に向けて凹んだ横断面凹
状をしており、この凹部底面をなす壁面にはスパッタ手段２０が設置されている。成膜プ
ロセス領域２０Ａは、真空容器１１の内壁面，仕切壁１２，および回転ドラム１３の外周
面に囲繞された領域に形成されている。成膜プロセス領域２０Ａでは、基板Ｓの表面に膜
原料物質を付着させるためのスパッタ処理がスパッタ手段２０により行われる。
【００７９】
　また、成膜プロセス領域２０Ａから回転ドラム１３の回転軸を中心として９０°離間し
た真空容器１１の側壁もまた、真空容器１１の外方に向けて凹んだ横断面凹状をしており
、この凹部底面をなす壁面にはプラズマ発生手段６０が設置されている。反応プロセス領
域６０Ａは、真空容器１１の内壁面，仕切壁１４，および回転ドラム１３の外周面に囲繞
された領域に形成されている。反応プロセス領域６０Ａでは、基板Ｓの表面に付着した膜
原料物質に対してプラズマ発生手段６０によりプラズマ処理が行われて中間薄膜が形成さ
れる。
【００８０】
　回転ドラム駆動モータ１７によって回転ドラム１３が回転すると、回転ドラム１３の外
周面に保持された基板Ｓが回転軸線Ｚ－Ｚ'を中心として公転して、成膜プロセス領域２
０Ａに面する位置と、真空容器１１内に露出する位置と、反応プロセス領域６０Ａに面す
る位置と、真空容器１１内に露出する位置との間を繰り返し移動する。そして、このよう
に基板Ｓが公転する間に、成膜プロセス領域２０Ａでのスパッタ処理と、反応プロセス領
域６０Ａでのプラズマ処理とが順次繰り返し行われて、基板Ｓの表面に最終薄膜が形成さ
れる。
【００８１】
　（成膜プロセス領域２０Ａ）
　以下に、本発明の成膜プロセス領域２０Ａについて説明する。図５は図１の成膜プロセ
ス領域２０Ａを拡大して示した説明図、図６は図１の成膜プロセス領域を基板側から見た
状態を示す説明図である。なお、図５では、回転ドラム１３についてはその一部のみ示し
ており、その他の部分については省略して記載してある。
【００８２】
　図５に示すように、本発明の成膜プロセス領域２０Ａにはスパッタ手段２０が設置され
ている。スパッタ手段２０は、一対のターゲット２２ａ，２２ｂと、これらのターゲット
２２ａ，２２ｂをそれぞれ保持する一対のマグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂと、
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マグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに電力を供給する交流電源２４と、マグネトロ
ンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに供給される電力を調整するトランス２３と、により構成
される。成膜プロセス領域２０Ａでは、スパッタ手段２０により、基板に膜原料物質が供
給されて、その表面に薄膜が形成される。なお、このスパッタ手段２０は本発明の膜原料
物質供給手段に相当する。また、マグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂは本発明のス
パッタ電極に、交流電源２４は電力供給手段に相当する。
【００８３】
　真空容器１１の壁面は、真空容器１１の外方に向けて凹んだ横断面凹状をしており、こ
の凹部底面の内壁を貫通してマグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂが設置されている
。このマグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂは、接地電位にある真空容器１１に不図
示の絶縁部材を介して固定されている。
【００８４】
　本実施形態のターゲット２２ａ，２２ｂは、膜原料物質を平板状に形成した形状をして
おり、回転ドラム１３の側面に対向するようマグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに
それぞれ保持される。ターゲットの材質としては、製造する光学製品の目的にあった任意
の材料、例えば、ケイ素，ニオブ，チタン，アルミニウム，ゲルマニウムなどの金属やこ
れらの酸化物や窒化物などから選択することが可能である。なお、ターゲットの形状とし
ては、このような平板状に限定されず、円板状などの他の形状であってもよい。なお、本
実施形態では、ターゲット２２ａ，２２ｂとしてケイ素（Ｓｉ）を用いている。
【００８５】
　マグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂは、複数の磁石が所定の方向に配置された構
造を有している。マグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂは、トランス２３を介して交
流電源２４に電気的に接続され、両電極に１ｋ～１００ｋＨｚの交番電界が印加できるよ
うに構成されている。マグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂには、ターゲット２２ａ
，２２ｂがそれぞれ保持されている。本実施形態において、ターゲット２２ａ，２２ｂの
形状は平板状であり、図２に示すように、ターゲット２２ａ，２２ｂの長手方向が回転ド
ラム１３の回転軸線Ｚ－Ｚ'（図２参照）と平行となる向きに設置されている。
【００８６】
　成膜プロセス領域２０Ａの周辺には、スパッタガスおよび反応性ガスの混合ガスを成膜
プロセス領域２０Ａ内に供給するためのスパッタガス供給手段３０が設けられている。ス
パッタガス供給手段３０は、スパッタガス貯蔵手段としてのスパッタガスボンベ３２と、
スパッタガスの流量を調整するスパッタガス流量調整手段としてのマスフローコントロー
ラ３１と、反応性ガス貯蔵手段としての反応性ガスボンベ３４と、反応性ガスの流量を調
整する反応性ガス流量調整手段としてのマスフローコントローラ３３と、スパッタガスお
よび反応性ガスを成膜プロセス領域２０Ａ内に供給するガス供給路としての配管３５と、
を主要な構成要素として具備している。なお、スパッタガスとしては、例えばアルゴンや
ヘリウム等の不活性ガスが挙げられる。また、反応性ガスとしては、例えば酸素や窒素な
どが挙げられる。
【００８７】
　スパッタガスボンベ３２、マスフローコントローラ３１はいずれも真空容器１１の外部
に設けられている。マスフローコントローラ３１は、スパッタガスを貯蔵する単一のスパ
ッタガスボンベ３２に配管を介してそれぞれ接続されている。
【００８８】
　マスフローコントローラ３１は配管３５に接続されている。配管３５は、真空容器１１
の側壁を貫通して成膜プロセス領域２０Ａ内のターゲット２２ａ，２２ｂの下部に延びて
いる。配管３５の端部には導入口３５ａが形成されており、図６に示すように、この導入
口３５ａはターゲット２２ａ，２２ｂの下部中心付近に配置され、ターゲット２２ａ，２
２ｂの前面中心方向に向かって開口している。
【００８９】
　次に、マスフローコントローラ３１，３３について説明する。マスフローコントローラ
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３１，３３は、いずれもガスの流量を調節する装置であり、ガスボンベからのガスが流入
する流入口と、ガスを真空容器１１側へ流出させる流出口と、ガスの質量流量を検出する
センサと、ガスの流量を調整するコントロールバルブと、流入口より流入したガスの質量
流量を検出するセンサと、センサにより検出された流量に基づいてコントロールバルブの
制御を行う電子回路とを主要な構成要素として備えている（いずれも不図示）。電子回路
は外部から所望の流量を設定することが可能となっている。
【００９０】
　スパッタガスボンベ３２からのスパッタガスは、マスフローコントローラ３１により流
量が調節されて配管３５内に導入される。同様に、反応性ガスボンベ３４からの反応性ガ
スは、マスフローコントローラ３３により流量が調整されて配管３５に導入される。配管
３５内の導入されたスパッタガスおよび反応性ガスは、配管３５内で混合されて成膜プロ
セス領域２０Ａ側へ移送され、成膜プロセス領域２０Ａのターゲット２２ａ，２２ｂの前
面に向けて導入口３５ａから供給される。
【００９１】
　スパッタガス供給手段３０から成膜プロセス領域２０Ａ内にスパッタガスが供給される
と、ターゲット２２ａ，２２ｂの周辺が不活性ガス雰囲気となる。この状態でマグネトロ
ンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに交流電源２４から交番電圧が印加されると、ターゲット
２２ａ，２２ｂ周辺のスパッタガスの一部は電子を放出してイオン化する。マグネトロン
スパッタ電極２１ａ，２１ｂに配置された磁石によりターゲット２２ａ，２２ｂの表面に
漏洩磁界が形成されるため、この電子はターゲット表面近傍に発生した磁界中を、トロイ
ダル曲線を描きながら周回する。この電子の軌道に沿って強いプラズマが発生し、このプ
ラズマに向けてスパッタガスのイオンが加速されてターゲット２２ａ，２２ｂに衝突する
ことでターゲット２２ａ，２２ｂの表面の原子や粒子がターゲット２２ａ，２２ｂから叩
き出される。
【００９２】
　この原子や分子は薄膜の原料である膜原料物質であり、ターゲット２２ａ，２２ｂから
叩き出された原子や粒子は、ターゲット２２ａ，２２ｂと基板Ｓの間の空間を飛翔して移
動し、その一部が基板Ｓの表面に付着する。
【００９３】
　本実施形態では、成膜プロセス領域２０Ａにスパッタガスのみならず反応性ガスも供給
している。このため、ターゲット２２ａ，２２ｂの表面や、ターゲット２２ａ，２２ｂか
ら飛翔する膜原料物質中の原子や粒子、基板Ｓの表面に付着した膜原料物質中の原子や粒
子の一部がこの反応性ガスと反応する。なお、この反応性ガスを供給するための反応性ガ
スボンベ３４およびマスフローコントローラ３３については、任意で設けることができる
。
【００９４】
　交流電源２４は、膜厚制御装置９０に電気的に接続されている。また、マスフローコン
トローラ３１，３３についても同様に、膜厚制御装置９０と電気的に接続されている。
【００９５】
　本実施形態の薄膜形成装置１では、ターゲット２２ａ，２２ｂと基板Ｓとの間に可動式
の膜厚補正板８１ａ，８１ｂと固定式の膜厚補正板８１ｃが配設されている。膜厚補正板
８１ａ，８１ｂは、ターゲット２２ａ，２２ｂから基板Ｓに飛翔する膜原料物質のうち一
部の膜原料物質の移動を阻止して基板Ｓに形成される薄膜の膜厚を調整する部材である。
ターゲット２２ａの前面右側には膜厚補正板８１ａが、ターゲット２２ｂの前面左側には
膜厚補正板８１ｂが設けられている。膜厚補正板８１ａ，８１ｂは、後述する補正部材移
動手段によりターゲット２２ａ，２２ｂの中心方向に向けて進退することで、ターゲット
２２ａ，２２ｂから基板Ｓへ移動する膜原料物質の一部を遮断して膜厚を調整する。
【００９６】
　膜厚補正板８１ａは、ターゲット２２ａの長手方向に沿ってターゲット２２ａの前面右
側に配置され、主にターゲット２２ａから飛翔する膜原料物質の一部を遮断する。この図
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に示すように、膜厚補正板８１ａは、膜原料物質の一部を遮断する遮断面と、この遮断面
の端部から約９０℃に屈曲した屈曲部により構成された、横断面形状がほぼＬ字型の部材
である。また、本実施形態では遮断面は円弧状をしているが、遮断面の形状としてはこの
ような円弧状に限定されず、ターゲットのエロージョン領域などの特性や成膜条件などに
応じて適宜決定することができる。また、屈曲部には螺旋状のネジ溝が遮断面と平行方向
に形成されている。
【００９７】
　真空容器１１の壁面には、シールド８５ａ，８５ｂが設けられている。膜厚補正板８１
ａ，８１ｂの屈曲部の端面は、それぞれシールド８５ａ，８５ｂの板面と当接しており、
膜厚補正板８１ａ，８１ｂはそれぞれのシールド８５ａ，８５ｂの板面に沿って移動する
。シールド８５ａ，８５ｂのターゲット側の端部は回転ドラム１３方向に向けてほぼ垂直
に屈曲した屈曲部が形成されている。膜厚補正板がターゲットの中心方向へ移動しすぎて
も、シールド８５ａ，８５ｂの屈曲部が膜厚補正板８１ａ，８１ｂと衝突して移動を阻止
するため、後述する螺旋棒８２ａ，８２ｂから膜厚補正板８１ａ，８１ｂが脱落しないよ
うになっている。
【００９８】
　本発明の補正部材移動手段は、一端に傘歯車を備えた螺旋棒８２ａ，８２ｂと、同じく
一端に傘歯車を備えた原動軸８３ａ，８３ｂと、これらの原動軸８３ａ，８３ｂをそれぞ
れ出力軸とする補正板駆動モータ８４ａ，８４ｂと、により構成され、膜厚補正板８１ａ
，８１ｂをそれぞれ独立に進退自在に移動する機能を有している。
【００９９】
　補正板駆動モータ８４ａは、ステッピングモータ等の公知のモータで構成され、原動軸
８３ａを出力軸とするモータである。補正板駆動モータ８４ａは、真空容器１１の外部に
設けられており、図示しない電源からの電力の供給を受けて原動軸８３ａが時計回り・反
時計回り（図中では、ｄ、ｄ'方向）に回動する。
【０１００】
　原動軸８３ａは、剛性金属などで形成された棒状部材であり、その端部には放射状に切
れ込みが形成された傘歯車が固定されている。また、螺旋棒８２ａもまた剛性金属などで
形成された棒状部材であり、その一端には傘歯車が固定されている。螺旋棒８２ａの傘歯
車は、原動軸８３ａの傘歯車と噛合している。螺旋棒８２ａの側面には、螺旋状のネジ溝
が形成されており、このネジ溝は膜厚補正板８１ａの屈曲部に形成されたネジ溝と螺合し
ている。
【０１０１】
　補正部材移動手段は、このような構成となっているため、補正板駆動モータ８４ａの原
動軸８３ａが回動すると螺旋棒８２ａも回動して、膜厚補正板８１ａがターゲット２２ａ
，２２ｂの中心方向に向けて進退する。同様に、補正板駆動モータ８４ｂの原動軸８３ｂ
が回動すると螺旋棒８２ｂも回動して、膜厚補正板８１ｂがターゲット２２ａ，２２ｂの
中心方向に向けて進退する。図中では、原動軸８３ａがｄ方向に回転すると、螺旋棒８２
ａがｄ方向に回転して、膜厚補正板８１ａがｄ方向に移動する。逆に、原動軸がｄ'方向
に回転すると、螺旋棒８２ａがｄ'方向に回転して、膜厚補正板８１ａがｄ'方向に移動す
る。補正板駆動モータ８４ｂ、原動軸８３ｂ、螺旋棒８２ｂ、膜厚補正板８１ｂについて
も同様である。
【０１０２】
　なお、本実施形態では、補正部材移動手段としてモータを用いているが、本発明の補正
部材移動手段としては、このようなモータを用いるものに限定されず、例えば油圧シリン
ダなどにより膜厚補正板を移動するようにしてもよい。
【０１０３】
　次に、膜厚制御装置９０により成膜レートを調整する方法について詳細に説明する。上
述したように、膜厚制御装置９０は、交流電源２４、マスフローコントローラ３１，３３
、および補正板駆動モータ８４ａ，８４ｂと電気的に接続されている。また、膜厚制御装
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置９０は、膜厚演算コンピュータ５７と電気的に接続されており、膜厚演算コンピュータ
５７で取得したモニタ基板Ｓ０の膜厚に基づいて、上記接続された各装置を制御して、成
膜レートを調整することで、基板Ｓに形成される膜厚を調整する。具体的には、交流電源
２４からマグネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに供給される電力の量、マスフローコ
ントローラ３１，３３を通過するスパッタガスの流量、膜厚補正板８１ａ，８１ｂの移動
位置のいずれか少なくとも１つを増減することで成膜レートを調整して、膜厚の調整を行
っている。
【０１０４】
　（交流電源２４による膜厚調整）
　まず、交流電源２４を制御することによって膜厚を調整する方法について説明する。膜
厚制御装置９０は、交流電源２４と電気的に接続されており、交流電源２４からマグネト
ロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに供給される電力の量を増減することで、成膜レートを
調整する。
【０１０５】
　具体的には、モニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも小さい場合は、成膜レー
トを上げるべく、膜厚制御装置９０の膜厚制御信号生成部で、交流電源２４の出力電圧を
上昇させる信号を生成して交流電源２４に送信する。これにより、交流電源２４からマグ
ネトロンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに供給される電力が増加して、単位時間あたりにス
パッタされる量が増加する。
【０１０６】
　逆に、モニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも大きい場合は、成膜レートを下
げるべく、膜厚制御装置９０の膜厚制御信号生成部で、交流電源２４の出力電圧を低下さ
せる信号を生成して交流電源２４に送信する。これにより、交流電源２４からマグネトロ
ンスパッタ電極２１ａ，２１ｂに供給される電力が減少して、単位時間あたりにスパッタ
される量が減少する。
【０１０７】
　（マスフローコントローラ３１，３３による膜厚調整）
　次に、マスフローコントローラ３１，３３を制御することによって膜厚を調整する方法
について説明する。膜厚制御装置９０は、マスフローコントローラ３１，３３と電気的に
接続されており、マスフローコントローラ３１，３３を通過するスパッタガスや反応性ガ
スの流量を増減することで、成膜レートを調整する。
【０１０８】
　具体的には、モニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも小さい場合は、成膜レー
トを上げるべく、膜厚制御装置９０の膜厚制御信号生成部で、マスフローコントローラ３
１，３３を通過するスパッタガスの流量および反応性ガスの流量を増加させる信号を生成
して、マスフローコントローラ３１，３３に送信する。これにより、マスフローコントロ
ーラ３１，３３をそれぞれ通過するスパッタガスおよび反応性ガスの流量が増加して、単
位時間あたりにターゲットがスパッタされる量や反応後の膜原料物質の供給量が増加する
。
【０１０９】
　逆に、モニタ基板Ｓ０の膜厚が予め設定した膜厚よりも大きい場合は、成膜レートを下
げるべく、膜厚制御装置９０の膜厚制御信号生成部で、マスフローコントローラ３１，３
３を通過するスパッタガスの流量および反応性ガスの流量を減少させる信号を生成してマ
スフローコントローラ３１，３３に送信する。これにより、マスフローコントローラ３１
，３３をそれぞれ通過するスパッタガスおよび反応性ガスの流量が増加して、単位時間あ
たりにターゲットがスパッタされる量が減少する。
　なお、本実施形態では、マスフローコントローラ３１，３３の両方を制御して膜厚を調
整しているが、いずれか一方のみを調整することで膜厚調整を行ってもよい。
【０１１０】
　（膜厚補正板８１ａ，８１ｂによる膜厚調整）



(22) JP 4806268 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

　次に、膜厚補正板８１ａ，８１ｂの位置を移動することによって膜厚を調整する方法に
ついて説明する。補正板駆動モータ８４ａ，８４ｂは、膜厚制御装置９０と電気的に接続
されており、この膜厚制御装置９０により駆動制御される。膜厚制御装置９０は、膜厚演
算コンピュータ５７と電気的に接続されており、膜厚演算コンピュータ５７により演算さ
れた膜厚に基づいて膜厚補正板８１ａ，８１ｂの移動量を決定して、この移動量に基づい
て補正板駆動モータ８４ａ，８４ｂの駆動制御を行う。
【０１１１】
　具体的には、膜厚演算コンピュータ５７で演算した膜厚が予め設定された膜厚よりも小
さい場合は、成膜レートを上昇すべく、膜厚制御装置９０は膜厚補正板８１ａ，８１ｂを
ターゲット２２ａ，２２ｂの中心方向と反対方向に向けて所定の移動量だけ移動させる。
これにより、ターゲット２２ａ，２２ｂの前面を膜厚補正板８１ａ，８１ｂで遮断する面
積が大きくなるため、基板Ｓに到達する膜原料物質の量が減少して、成膜レートが低下す
る。
【０１１２】
　逆に、膜厚演算コンピュータ５７で演算した膜厚が予め設定された膜厚よりも大きい場
合は、成膜レートを低下すべく、膜厚制御装置９０は膜厚補正板８１ａ，８１ｂをターゲ
ット２２ａ，２２ｂの前面中心方向へ向けて所定の移動量だけ移動させる。これにより、
ターゲット２２ａ，２２ｂの前面を膜厚補正板８１ａ，８１ｂで遮断する面積が小さくな
るため、基板Ｓに到達する膜原料物質の量が増加して、成膜レートが増加する。
【０１１３】
　このように、本実施形態の薄膜形成装置では、交流電源２４による膜厚調整、マスフロ
ーコントローラ３１，３３による膜厚調整、膜厚補正板８１ａ，８１ｂの３種類の方法に
よって膜厚を調整している。しかしながら、膜厚調整は、上記３種類のうちいずれか１種
類の方法のみにより膜厚調整を行ってもよいし、あるいは２種類の方法を組み合わせて膜
厚調整を行ってもよい。
【０１１４】
　なお、本実施形態では、膜厚演算コンピュータ５７と膜厚制御装置９０を別々の装置と
しているが、どちらか一方の装置に他方の装置の機能を搭載することでいずれか一方の装
置のみを備えるようにしてもよい。例えば、膜厚演算コンピュータ５７に膜厚制御プログ
ラムを記憶させておいて、取得した膜厚情報に基づいてこの膜厚制御プログラムにより膜
厚補正板８１ａ，８１ｂの移動量を決定して、補正板駆動モータ８４ａ，８４ｂの制御を
行うようにしてもよい。
【０１１５】
　（反応プロセス領域６０Ａ）
　続いて、図７を用いて反応プロセス領域６０Ａについて説明する。上述したように、反
応プロセス領域６０Ａでは、成膜プロセス領域２０Ａで基板Ｓの表面に付着した膜原料物
質をプラズマ発生手段６０でプラズマ処理して、膜原料物質の完全反応物や不完全反応物
からなる中間薄膜を形成している。
【０１１６】
　反応プロセス領域６０Ａに面する側の仕切壁１４の壁面には、熱分解窒化硼素（Ｐｙｒ
ｏｌｙｔｉｃ　Ｂｏｒｏｎ　Ｎｉｔｒｉｄｅ）からなる図示しない保護層が被覆されてい
る。さらに、真空容器１１の内壁面の反応プロセス領域６０Ａに面する部分にも熱分解窒
化硼素からなる保護層が被覆されている。熱分解窒化硼素は、化学的気相成長法（Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）を利用した熱分解法によって仕切壁１
４や真空容器１１の内壁面へ被覆される。
【０１１７】
　プラズマ発生手段６０は、ケース体６１と、誘電体板６２と、アンテナ６３と、マッチ
ングボックス６４と、高周波電源６５と、を有して構成されている。ケース体６１は、真
空容器１１の壁面に形成された開口１１ａを塞ぐ形状を備え、図示しないボルト等により
真空容器１１の開口１１ａを塞ぐように固定されている。ケース体６１が真空容器１１の
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壁面に固定されることで、プラズマ発生手段６０は真空容器１１の壁面に取り付けられて
いる。本実施形態において、ケース体６１はステンレスで形成されているが、このような
材料に限定されるものではない。
【０１１８】
　誘電体板６２は、石英などの板状の誘電体で形成された部材である。本実施形態では、
誘電体板６２は石英で形成されているが、誘電体板６２の材質としては石英に限定されず
、Ａｌ２Ｏ３等のセラミックス材料で形成されたものでもよい。誘電体板６２は、図示し
ない固定枠でケース体６１に固定されている。誘電体板６２がケース体６１に固定される
ことで、ケース体６１と誘電体板６２によって囲繞された領域にアンテナ収容室６１Ａが
形成されている。
【０１１９】
　ケース体６１に固定された誘電体板６２は、開口１１ａを介して真空容器１１の内部の
反応プロセス領域６０Ａに臨んで設けられている。このとき、アンテナ収容室６１Ａは、
真空容器１１の内部と分離している。すなわち、アンテナ収容室６１Ａと真空容器１１の
内部とは、誘電体板６２で仕切られた状態で独立した空間を形成している。また、アンテ
ナ収容室６１Ａと真空容器１１の外部は、ケース体６１で仕切られた状態で独立の空間を
形成している。本実施形態では、このように独立の空間として形成されたアンテナ収容室
６１Ａの中にアンテナ６３が設置されている。なお、真空容器１１の内部とアンテナ収容
室６１Ａ、真空容器１１の外部とアンテナ収容室６１Ａの間は、それぞれＯリングで気密
が保たれている。
【０１２０】
　真空容器１１内を排気する配管１６ａ－１は、途中から配管１６ａ－２が分岐している
。この配管１６ａ－２は、アンテナ収容室６１Ａに接続されており、アンテナ収容室６１
Ａの内部を排気して真空状態にする際の排気管としての役割を備えている。
【０１２１】
　配管１６ａ－１には、配管１６ａ－２の分岐部を隔てて２つのバルブＶ１、Ｖ２が設け
られている。これらのバルブのうち、バルブＶ１は真空ポンプ１５ａの側に位置している
。また、配管１６ａ－２には、真空ポンプ１５ａからアンテナ収容室６１Ａの内部に連通
する位置にバルブＶ３が設けられている。バルブＶ２，Ｖ３のいずれかを閉じることで、
アンテナ収容室６１Ａの内部と真空容器１１の内部との間での気体の移動が阻止される。
真空容器１１の内部の圧力や、アンテナ収容室６１Ａの内部の圧力は、図示しない真空計
で測定される。
【０１２２】
　本実施形態の薄膜形成装置１は、図示しない圧力制御装置を備えており、この圧力制御
装置には真空計の出力が入力される。圧力制御装置は、入力された真空計の測定値に基づ
いて、真空ポンプ１５ａによる排気を制御して、真空容器１１の内部やアンテナ収容室６
１Ａの内部の真空度を調整する機能を備える。本実施形態では、圧力制御装置がバルブＶ
１，Ｖ２，Ｖ３の開閉を制御することで、真空容器１１の内部とアンテナ収容室６１Ａの
内部を同時に、または独立して排気できる。
【０１２３】
　アンテナ６３は、高周波電源６５から電力の供給を受けて、真空容器１１の内部の反応
プロセス領域６０Ａ内に誘導電界を発生させることでプラズマを発生させるための手段で
ある。本実施形態のアンテナ６３は、銅で形成された円管状の本体部と、銀で形成され本
体部の表面を被覆する被覆層を備えている。アンテナ６３のインピーダンスを低減してプ
ラズマ発生の効率を上げるためには、電気抵抗の低い材料でアンテナ６３を形成すること
が好ましい。そこで、高周波の電流がアンテナの表面に集中するという特性を利用して、
アンテナ６３の本体部を安価で加工が容易な、しかも電気抵抗も低い銅で円管状に形成し
、アンテナ６３の表面を銅よりも電気抵抗の低い銀で被覆している。
【０１２４】
　このように構成することで、高周波に対するアンテナ６３のインピーダンスを低減して



(24) JP 4806268 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

、アンテナ６３に電流を効率よく流すことによりプラズマを発生させる効率を高めている
。本実施形態では、高周波電源６５からアンテナ６３に周波数１～２７MＨｚの交流電圧
を印加して、反応プロセス領域６０Ａに反応性ガスのプラズマを発生させるように構成さ
れている。
【０１２５】
　アンテナ６３は、マッチング回路を収容するマッチングボックス６４を介して高周波電
源６５に接続されている。マッチングボックス６４内には、図示しない可変コンデンサが
設けられている。また、アンテナ６３は、導線部を介してマッチングボックス６４に接続
されている。導線部はアンテナ６３と同様の素材からなる。ケース体６１には、導線部を
挿通するための挿通孔が形成されており、アンテナ収容室６１Ａ内側のアンテナ６３と、
アンテナ収容室６１Ａ外側のマッチングボックス６４、およびマッチングボックス６４と
高周波電源６５とは、挿通孔に挿通される導線部を介して接続される。導線部と挿通孔と
の間にはシール部材が設けられ、アンテナ収容室６１Ａの内外で気密が保たれる。
【０１２６】
　また、反応プロセス領域６０Ａの周辺には反応性ガス供給手段７０が設けられている。
反応性ガス供給手段７０は、酸素ガスを貯蔵する酸素ガスボンベ７１と、この酸素ガスボ
ンベ７１より供給される酸素ガスの流量を調整するマスフローコントローラ７２と、アル
ゴンガスを貯蔵するアルゴンガスボンベ７３と、アルゴンガスボンベ７３より供給される
アルゴンガスの流量を調整するマスフローコントローラ７４と、酸素ガスおよびアルゴン
ガスからなる混合ガスを反応プロセス領域６０Ａに導入する配管７５を主要な構成要素と
して具備している。
【０１２７】
　なお、酸素ガスボンベ７１およびアルゴンガスボンベ７３は成膜プロセス領域２０Ａの
反応性ガスボンベ３４およびスパッタガスボンベ３２と同様の装置とすることが可能であ
る。また、マスフローコントローラ７２およびマスフローコントローラ７４は、成膜プロ
セス領域２０Ａのマスフローコントローラ３１，３３と同様の装置を採用することが可能
である。
【０１２８】
　酸素ガスボンベ７１およびアルゴンガスボンベ７３から配管７５の導入口７５ａを通じ
て酸素ガスが反応プロセス領域６０Ａに導入された状態で、アンテナ６３に高周波電源６
５から電力が供給されると、反応プロセス領域６０Ａ内のアンテナ６３に面した領域にプ
ラズマが発生する。このプラズマにより、基板Ｓの表面に形成された膜原料物質中のケイ
素（Ｓｉ）やケイ素の不完全酸化物（ＳｉＯｘ（ここで、０＜ｘ＜２））が酸化されて、
ケイ素の完全酸化物（ＳｉＯ２）や不完全酸化物（ＳｉＯｘ（ここで、０＜ｘ＜２））か
ら形成される中間薄膜となる。
【０１２９】
　本発明の薄膜形成装置は、上述した成膜プロセス領域２０Ａでターゲットをスパッタし
て基板Ｓの表面に膜原料物質を付着させるスパッタ工程を行った後、回転ドラム１３を回
転させて基板Ｓを反応プロセス領域６０Ａに搬送する基体搬送工程を行う。そして、反応
プロセス領域６０Ａには、少なくとも酸素ガスを含む反応性ガスを供給する反応性ガス供
給工程が行われ、この供給された反応性ガスにより反応プロセス領域６０Ａ内に反応性ガ
スのプラズマを発生させて基板Ｓの表面に付着した膜原料物質の反応物を生成させるプラ
ズマ処理工程を行うことで、基板Ｓの表面に中間薄膜を形成する。そして、回転ドラム１
３を連続して回転することで、上記一連の工程を複数回行い、基板Ｓの表面に薄膜を積層
させて、最終的に所望の光学的・物理的特性を有する最終薄膜が形成された光学製品を得
ることが可能となる。
【０１３０】
　次に、本発明の第二の実施形態に係る薄膜形成装置について説明する。この実施形態の
薄膜形成装置は、回転ドラム１３の長手方向に沿って配設された複数の基板に対して光学
測定を行うための構成を備えた点を特徴とする。このような構成を備えることで、回転ド
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ラム１３の長手方向に沿った複数の位置での膜厚分布を測定することが可能となる。以下
、この第二の実施形態について詳細に説明する。
【０１３１】
　図８および図９は本発明の第二の実施形態に係る薄膜形成装置の説明図であり、図８は
本発明の第二の実施形態に係る薄膜形成装置の回転ドラム１３を斜め上方から見た斜視部
分断面図、図９は第二の実施形態に係る薄膜形成装置の成膜プロセス領域を基板側から見
た状態を示す説明図である。なお、図８では、各部材の配置などについての理解を容易に
するために、回転ドラム１３の一部を切り欠いた状態にして図示すると共に、回転軸１３
ｄ内部に配設されていて本来は視認できない位置にある全反射ミラーを破線で示してある
。
【０１３２】
　図８に示すように、回転軸１３ｄの内部には、回転軸線Ｚ－Ｚ'に沿って上下方向に配
設された３対の全反射ミラー４６－１～４６－３，５１－１～５１－３が配設されている
。これらの全反射ミラー４６－１～４６－３，５１－１～５１－３により、回転ドラム１
３の長手方向に沿って配設された複数のモニタ基板Ｓ１～Ｓ３に対して照射された測定光
をそれぞれ照射し、それぞれのモニタ基板から反射する反射光を受光ヘッド５４－１～５
４－３へ向けて反射することが可能となっている。投光ヘッド４３－１～４３－３には、
それぞれ投光用光ファイバ４２－１～４２－３が接続されている。これらの投光用光ファ
イバ４２－１～４２－３は、図示しない光源に接続されている。これにより、光源からの
光をそれぞれの投光ヘッド４３－１～４３－３へ伝送することが可能となっている。
【０１３３】
　全反射ミラー４６－１～４６－３，５１－１～５１－３は、いずれも中心角１２０°の
扇形部材で構成され、上記第一の実施形態と同様に測定光の波長ではほぼ１００％の反射
率を有している。これらの全反射ミラー４６－１～４６－３，５１－１～５１－３は、回
転軸１３ｄの中空部を構成する内壁面に溶接やネジ止めなどにより固定されている。
【０１３４】
　これらの全反射ミラー４６－１～４６－３，５１－１～５１－３のうち、全反射ミラー
４６－１は回転軸１３ｄの上部側に固定されている。全反射ミラー４６－１は、投光ヘッ
ド４３－１から照射される測定光をモニタ基板Ｓ１に向けて反射するように、回転軸１３
ｄの回転軸線Ｚ－Ｚ'に対して所定の角度だけ傾いた状態に位置決めされている。
【０１３５】
　全反射ミラー５１－１は、回転軸線Ｚ－Ｚ'と垂直な平面を基準として全反射ミラー４
６－１と対称となるように、全反射ミラー４６－１の下側の回転軸１３ｄ内に固定されて
いる。モニタ基板Ｓ１で反射された反射光は、全反射ミラー５１－１で反射されて受光ヘ
ッド５４－１に入射される。
【０１３６】
　また、全反射ミラー４６－２は、投光ヘッド４３－２から照射される測定光をモニタ基
板Ｓ２に向けて反射するように、回転軸１３ｄの回転軸線Ｚ－Ｚ'に対して所定の角度だ
け傾いた状態に位置決めされている。
【０１３７】
　全反射ミラー５１－２は、回転軸線Ｚ－Ｚ'と垂直な平面を基準として全反射ミラー４
６－２と対称となるように、全反射ミラー４６－２の下側の回転軸１３ｄ内に固定されて
いる。モニタ基板Ｓ２で反射された反射光は、全反射ミラー５１－２で反射されて受光ヘ
ッド５４－２に入射される。
【０１３８】
　また、全反射ミラー４６－３は、投光ヘッド４３－３から照射される測定光をモニタ基
板Ｓ３に向けて反射するように、回転軸１３ｄの回転軸線Ｚ－Ｚ'に対して所定の角度だ
け傾いた状態に位置決めされている。
【０１３９】
　全反射ミラー５１－３は、回転軸線Ｚ－Ｚ'と垂直な平面を基準として全反射ミラー４
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６－３と対称となるように、全反射ミラー４６－３の下側の回転軸１３ｄ内に固定されて
いる。モニタ基板Ｓ３で反射された反射光は、全反射ミラー５１－３で反射されて受光ヘ
ッド５４－３に入射される。
【０１４０】
　このように、全反射ミラー４６－１と５１－１は、一組の光反射ユニットとして、投光
ヘッド４３－１から投光される測定光をモニタ基板Ｓ１に向けて反射すると共に、モニタ
基板Ｓ１から反射する反射光を受光ヘッド５４－１に向けて反射する。同様に、全反射ミ
ラー４６－２と５１－２は、一組の光反射ユニットとして、投光ヘッド４３－２から投光
される測定光をモニタ基板Ｓ２に向けて反射すると共に、モニタ基板Ｓ２から反射する反
射光を受光ヘッド５４－２に向けて反射する。また、全反射ミラー４６－３と５１－３は
、一組の光反射ユニットとして、投光ヘッド４３－３から投光される測定光をモニタ基板
Ｓ３に向けて反射すると共に、モニタ基板Ｓ３から反射する反射光を受光ヘッド５４－３
に向けて反射する。
【０１４１】
　これら３つの光反射ユニットは、回転軸線Ｚ－Ｚ'に沿って互いにオフセットされた位
置に配置されている。すなわち、回転軸線Ｚ－Ｚ'方向に沿って回転軸１３ｄを見たとき
、光反射ユニットは、回転軸線Ｚ－Ｚ'を中心として互いに中心角１２０°ずつずれた位
置に配置されている。このように配置されることで、投光ヘッド４３－１～４３－３から
の測定光が、他の全反射ミラーに邪魔されずに所定の全反射ミラーに照射される。また、
モニタ基板から反射した反射光が、他の全反射ミラーに邪魔されることなく、所定の全反
射ミラーに入射して所定の受光ヘッドで受光される。なお、光反射ユニットの位置は、こ
のような１２０°ずつずれた位置に限定されず、他の全反射ミラーに投受光が邪魔されな
い位置であればどのような配置であってもよい。
【０１４２】
　受光ヘッド５４－１～５４－３には、それぞれ受光側光ファイバ５５－１～５５－３が
接続されている。受光側光ファイバ５５－１～５５－３は、いずれも図示しない分光測定
装置と接続されている。さらに、この分光測定装置には、膜厚演算コンピュータが電気的
に接続されている。この分光測定装置および膜厚演算コンピュータは、第一の実施形態の
分光測定装置５６および膜厚演算コンピュータ５７と同様の装置であるが、本実施形態で
は、複数の受光側光ファイバ５５－１～５５－３から入射する反射光に基づいてモニタ基
板Ｓ１～Ｓ３の膜厚を側立して測定することで、回転ドラム１３の長手方向での膜厚分布
を測定することが可能となっている。
　この膜厚演算コンピュータでの膜厚分布の測定は、本発明の膜厚分布取得工程に相当す
る。
【０１４３】
　このように、本実施形態の薄膜形成装置では、回転ドラム１３の長手方向での膜厚分布
を測定することができる点を特徴としている。この回転ドラム１３の長手方向は、ターゲ
ット２２ａ，２２ｂの長手方向と一致する方向である。すなわち、本実施形態の薄膜形成
装置によれば、回転ドラム１３の長手方向での膜厚分布を測定することで、ターゲット２
２ａ，２２ｂのエロージョンなどを原因とする成膜レートの局所的な変化をリアルタイム
にモニタすることが可能となる。
【０１４４】
　さらに、本実施形態の薄膜形成装置は、測定した膜厚分布に基づいて成膜レートを局所
的に調整することで、膜厚分布を均一としたり、逆に膜厚分布に所定の傾斜を持たせたり
することができる。以下に、膜厚分布に基づいて成膜レートを局所的に調整する方法につ
いて説明する。
【０１４５】
　図９は第二の実施形態に係る薄膜形成装置の成膜プロセス領域を基板側から見た状態を
示す説明図である。この図に示すように、本実施形態の薄膜形成装置１では、ターゲット
２２ａ，２２ｂと基板Ｓとの間に可動式の補正小片８１ａ－１～８１ａ－３，８１ｂ－１
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～８１ｂ－３が配設されている。なお、本実施形態ではさらに、仕切壁１２固定された膜
厚補正板８１ｃが設けられているが、この固定式の膜厚補正板８１ｃについては必ずしも
必要ではない。
【０１４６】
　補正小片８１ａ－１～８１ａ－３は、ターゲット２２ａの前面左側であって、かつそれ
ぞれモニタ基板Ｓ１～Ｓ３に対応する位置に設けられている。すなわち、補正小片８１ａ
－１は、モニタ基板Ｓ１をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影した投影線（モニタ基
板Ｓ１の輪郭線と、この輪郭線をターゲット２２ａ，２２ｂに投影した投影輪郭線を結ぶ
直線をいう。以下同じ）の少なくとも一部と重なる位置に配置されている。同様に、補正
小片８１ａ－２についても、モニタ基板Ｓ２をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影し
た投影線の少なくとも一部と重なる位置に配置されている。同じく補正小片８１ａ－３に
ついても、モニタ基板Ｓ３をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影した投影線の少なく
とも一部と重なる位置に配置されている。
【０１４７】
　補正小片８１ｂ－１～８１ｂ－３についても同様に、ターゲット２２ｂの前面右側であ
って、かつそれぞれモニタ基板Ｓ１～Ｓ３に対応する位置に設けられている。すなわち、
補正小片８１ｂ－１は、モニタ基板Ｓ１をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影した投
影線の少なくとも一部と重なる位置に配置されている。同様に、補正小片８１ｂ－２につ
いても、モニタ基板Ｓ２をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影した投影線の少なくと
も一部と重なる位置に配置されている。さらに、補正小片８１ｂ－３についても、モニタ
基板Ｓ３をターゲット２２ａ，２２ｂに向けて投影した投影線の少なくとも一部と重なる
位置に配置されている。
【０１４８】
　これらの補正小片８１ａ－１～８１ａ－３は、第一の実施形態と同様に、原動軸８３ａ
－１～８３ａ－３を出力軸とする補正板駆動モータ８４ａ－１～８４ａ－３と螺旋棒８２
ａ－１～８２ａ－３によりターゲット２２ａ，２２ｂの前面の中心方向に向けて進退移動
する。同様に、補正小片８１ｂ－１～８１ｂ－３も、原動軸８３ｂ－１～８３ｂ－３を出
力軸とする補正板駆動モータ８４ｂ－１～８４ｂ－３と螺旋棒８２ｂ－１～８２ｂ－３に
よりターゲット２２ａ，２２ｂの前面の中心方向に向けて進退移動する。補正板駆動モー
タ８４ａ－１～８４ａ－３，８４ｂ－１～８４ｂ－３は、第一の実施形態と同様に、いず
れも図示しない膜厚制御装置と電気的に接続されている。この膜厚制御装置は、モニタ基
板Ｓ１～Ｓ３に対して測定した膜厚に基づいて、補正板駆動モータ８４ａ－１～８４ａ－
３，８４ｂ－１～８４ｂ－３の移動方向および移動量を決定する機能を有する。
　なお、本実施形態における膜厚制御装置は本発明の膜厚分布調整手段に相当する。また
、膜厚制御装置による膜厚分布の調整を行う工程は、本発明の膜厚分布調整工程に相当す
る。
【０１４９】
　このように、モニタ基板Ｓ１～Ｓ３に対応する位置に補正小片８１ａ－１～８１ａ－３
，８１ｂ－１～８１ｂ－３が配設されているため、これらの補正小片８１ａ－１～８１ａ
－３，８１ｂ－１～８１ｂ－３をターゲット２２ａ，２２ｂの前面中心方向に向けてそれ
ぞれ独立に進退移動させることで、成膜レートを局所的に調整して膜厚分布を調整するこ
とが可能となる。以下に、成膜レートの調整方法について具体的に説明する。
【０１５０】
　例えば、モニタ基板Ｓ２で測定した膜厚が他のモニタ基板Ｓ１，Ｓ３で測定した膜厚よ
りも大きい場合、モニタ基板Ｓ２に対応する領域での成膜レートを他の領域における成膜
レートよりも相対的に減少させることで、回転ドラム１３の長手方向の膜厚分布を均一す
る。具体的には、補正板駆動モータ８４ａ－２を駆動して原動軸８３ａ－２を図中のｄ方
向に回転して、補正小片８１ａ－２をｄ方向へ移動させる。同時に、補正板駆動モータ８
４ｂ－２を駆動して原動軸８３ｂ－２を図中のｄ方向に回転して、補正小片８１ｂ－２を
ｄ方向へ移動させる。



(28) JP 4806268 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

【０１５１】
　あるいは、補正板駆動モータ８４ａ－１，８４ａ－３を駆動して原動軸８３ａ－１，８
３ａ－３をそれぞれｄ'方向に回転して、補正小片８１ａ－１，８１ａ－３をそれぞれｄ'
方向へ移動させる。同時に、補正板駆動モータ８４ｂ－１，８４ｂ－３を駆動して原動軸
８３ｂ－１，８３ｂ－３をそれぞれｄ'方向に回転して、補正小片８１ｂ－１，８１ｂ－
３をそれぞれｄ'方向へ移動させる。若しくは、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２のｄ方
向への移動と、補正小片８１ａ－１，８１ａ－３，８１ｂ－１，８１ｂ－３のｄ'方向へ
の移動を組み合わせてもよい。
【０１５２】
　これにより、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２で膜原料物質の移動を遮断する面積が、
他の補正小片８１ａ－１，８１ａ－３，８１ｂ－１，８１ｂ－３で遮断する面積よりも相
対的に大きくなる。この結果、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２を回転ドラム１３上に投
影した領域での成膜レートが他の領域での成膜レートよりも相対的に減少する。この状態
で成膜が進むと、回転ドラム１３上での膜厚分布が均一となる。
【０１５３】
　反対に、モニタ基板Ｓ２で測定した膜厚が他のモニタ基板Ｓ１，Ｓ３で測定した膜厚よ
りも小さい場合、モニタ基板Ｓ２に対応する領域での成膜レートを他の領域における成膜
レートよりも相対的に増加させることで、回転ドラム１３の長手方向の膜厚分布を均一す
る。具体的には、補正板駆動モータ８４ａ－２を駆動して原動軸８３ａ－２を図中のｄ'
方向に回転して、補正小片８１ａ－２をｄ'方向へ移動させる。同時に、補正板駆動モー
タ８４ｂ－２を駆動して原動軸８３ｂ－２を図中のｄ'方向に回転して、補正小片８１ｂ
－２をｄ'方向へ移動させる。
【０１５４】
　あるいは、補正板駆動モータ８４ａ－１，８４ａ－３を駆動して原動軸８３ａ－１，８
３ａ－３をそれぞれｄ方向に回転して、補正小片８１ａ－１，８１ａ－３をそれぞれｄ方
向へ移動させる。同時に、補正板駆動モータ８４ｂ－１，８４ｂ－３を駆動して原動軸８
３ｂ－１，８３ｂ－３をそれぞれｄ方向に回転して、補正小片８１ｂ－１，８１ｂ－３を
それぞれｄ方向へ移動させる。
【０１５５】
　若しくは、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２のｄ'方向への移動と、補正小片８１ａ－
１，８１ａ－３，８１ｂ－１，８１ｂ－３のｄ方向への移動を組み合わせてもよい。
【０１５６】
　これにより、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２で膜原料物質の移動を遮断する面積が、
他の補正小片８１ａ－１，８１ａ－３，８１ｂ－１，８１ｂ－３で遮断する面積よりも相
対的に小さくなる。この結果、補正小片８１ａ－２，８１ｂ－２を回転ドラム１３上に投
影した領域での成膜レートが他の領域での成膜レートよりも相対的に増加する。この状態
で成膜が進むと、回転ドラム１３上での膜厚分布が均一となる。
【０１５７】
　以上のように、回転ドラム１３の長手方向に沿った膜厚分布に基づいて複数の補正小片
を進退移動させることで、回転ドラム１３の長手方向に沿った複数の位置で均一な膜厚を
有する光学製品を製造することが可能となる。
【０１５８】
　上記実施形態では、複数の補正小片を用いて膜厚分布を調整しているが、他の手法によ
り膜厚分布を調整するようにしてもよい。例えば、回転ドラム１３の長手方向の複数の位
置からスパッタガスを供給する手段を設けて、それぞれ独立にスパッタガスの流量を調整
することで、膜厚分布を調整することもできる。以下に、この手法による膜厚分布の調整
方法について説明する。
【０１５９】
　図１０は第三の実施形態に係る薄膜形成装置の成膜プロセス領域を基板側から見た状態
を示す説明図である。この図に示すように、ターゲット２２ａ，２２ｂの片側には、ター
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ゲット２２ａ，２２ｂの長手方向に沿った複数の異なる位置からスパッタガスや反応性ガ
スを供給するためのガス供給手段が設けられている。
【０１６０】
　真空容器１１の外部には、スパッタガスを供給するためのスパッタガスボンベ３２と反
応性ガスを供給するための反応性ガスボンベ３４が設けられている。スパッタガスボンベ
３２には配管３６が接続されている。この配管３６は途中で３つに分岐しており、それぞ
れの分岐部の末端には、スパッタガスの流量を調整するためのマスフローコントローラ３
１－１～３１－３が接続されている。一方、反応性ガスボンベ３４にも配管３７が接続さ
れている。この配管３７も途中で３つに分岐しており、それぞれの分岐部の端末には、反
応性ガスの流量を調整するためのマスフローコントローラ３３－１～３３－３が接続され
ている。
【０１６１】
　マスフローコントローラ３１－１とマスフローコントローラ３３－１には、Ｙ字型の配
管３５－１の３つの端部のうち２つがそれぞれ接続されている。この配管３５－１の他端
は真空容器１１内部に貫入しており、その端部に形成された導入口３５ａ－１がターゲッ
ト２２ｂの右側側面（図１０では、向かって左側）に位置するように真空容器１１内に配
置されている。
【０１６２】
　この導入口３５ａ－１は、図示しないモニタ基板Ｓ１に対応する位置にある。ここで、
モニタ基板Ｓ１に対応する位置とは、モニタ基板Ｓ１をターゲット２２ａ，２２ｂに向け
て投影した投影線の少なくとも一部が、導入口３５ａ－１からターゲット２２ａ，２２ｂ
の前面に向けて導入されるガスと重なる位置をいう。同様に、導入口３５ａ－２は、モニ
タ基板Ｓ２に対応する位置に、導入口３５ａ－３はモニタ基板Ｓ３に対応する位置にある
。
【０１６３】
　マスフローコントローラ３１－１～３１－３，３３－１～３３－３には、図示しない膜
厚制御装置が電気的に接続されている。膜厚制御装置は、モニタ基板Ｓ１～Ｓ３で測定し
た膜厚に応じて、それぞれのモニタ基板Ｓ１～Ｓ３に対応する導入口３５ａ－１～３５ａ
－３から導入されるガスの流量を調節するための指令をマスフローコントローラ３１－１
～３１－３に出力する。この指令に従って、マスフローコントローラ３１－１～３１－３
がその内部を通過するスパッタガスの流量を調整することで、ターゲット２２ａ，２２ｂ
に導入されるスパッタガスの流量を調整する。スパッタガスの流量が増加すると、ターゲ
ット２２ａ，２２ｂに衝突するイオンの量が増加するため、成膜レートが上昇する。逆に
、スパッタガスの流量が減少すると、ターゲット２２ａ，２２ｂに衝突するイオンの量が
減少するため、成膜レートが減少する。
【０１６４】
　なお、マスフローコントローラ３１－１～３１－３によるスパッタガスの流量を調整す
ることに加えて、マスフローコントローラ３３－１～３３－３により反応性ガスの流量を
調整するようにしてもよい。あるいは、反応プロセス領域６０Ａ内に酸素ガスを導入する
マスフローコントローラ７２やアルゴンガスを導入するマスフローコントローラ７４の流
量を調整するようにしてもよい。このように、成膜プロセス領域２０Ａ内に供給される反
応性ガスの流量や、反応プロセス領域６０Ａ内に供給される酸素ガスやアルゴンガスの流
量を調整することで、薄膜中に含まれる膜原料物質の反応物の割合を変更することができ
る。この割合を変更することで、膜厚や屈折率といった膜物性値を調整することができる
。従って、所望の膜物性値を有する光学製品を製造することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【０１６５】
【図１】第一の実施形態に係る薄膜形成装置を上方から見た説明図である。
【図２】図１の薄膜形成装置を矢視Ａ－Ａ'方向に見た説明図である。
【図３】回転ドラム１３を斜め上方から見た斜視部分断面図である。
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【図４】第一の実施形態に係る薄膜形成装置の機能的構成を示すブロック図である。
【図５】図１の成膜プロセス領域２０Ａを拡大して示した説明図である。
【図６】図１の成膜プロセス領域２０Ａを基板側から見た状態を示す説明図である。
【図７】図１の反応プロセス領域周辺を拡大して示した説明図である。
【図８】第二の実施形態に係る薄膜形成装置の回転ドラム１３を斜め上方から見た斜視部
分断面図である。
【図９】第二の実施形態に係る薄膜形成装置の成膜プロセス領域を基板側から見た状態を
示す説明図である。
【図１０】第三の実施形態に係る薄膜形成装置の成膜プロセス領域を基板側から見た状態
を示す説明図である。
【符号の説明】
【０１６６】
１　　　　　薄膜形成装置
１１　　　　真空容器
１１ａ　　　開口
１１Ａ　　　薄膜形成室
１１Ｂ　　　ロードロック室
１１Ｃ　　　扉
１１Ｄ　　　扉
１２　　　　仕切壁
１３　　　　回転ドラム（基体保持手段）
１３ａ　　　基板保持板
１３ｂ　　　フレーム
１３ｃ　　　締結具
１３ｄ　　　回転軸
１３ｅ　　　ギヤ（動力伝達部材）
１３ｆ　　　開口
１４　　　　仕切壁
１５ａ　　　真空ポンプ
１５ｂ　　　真空ポンプ
１６ａ－１　配管
１６ａ－２　配管
１６ｂ　　　配管
１７　　　　回転ドラム駆動モータ（基体保持手段駆動源）
１７ａ　　　ギヤ
２０　　　　スパッタ手段（膜原料物質供給手段）
２０Ａ　　　成膜プロセス領域
２１ａ　　　マグネトロンスパッタ電極（スパッタ電極）
２１ｂ　　　マグネトロンスパッタ電極（スパッタ電極）
２２ａ　　　ターゲット
２２ｂ　　　ターゲット
２３　　　　トランス
２４　　　　交流電源（電力供給手段）
３０　　　　スパッタガス供給手段
３１　　　　マスフローコントローラ
３１－１～３１－３　　マスフローコントローラ
３２　　　　スパッタガスボンベ
３３　　　　マスフローコントローラ
３３－１～３３－３　　マスフローコントローラ
３４　　　　反応性ガスボンベ
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３５　　　　配管
３５ａ　　　導入口
３５ａ－１～３５ａ－３　導入口
３６　　　　配管
３７　　　　配管
４１　　　　光源（投光部）
４２　　　　投光用光ファイバ（投光部）
４２－１～４２－３　　投光用光ファイバ（投光部）
４３　　投光ヘッド（投光部）
４３－１～４３－３　　投光ヘッド（投光部）
４４　　　　投光側集光レンズ
４５　　　　投光側集光レンズ
４６　　　　全反射ミラー（第一の光反射部材）
４６－１～４６－３　　全反射ミラー（第一の光反射部材）
５１　　　　全反射ミラー（第二の光反射部材）
５１－１～５２－３　　全反射ミラー（第二の光反射部材）
５２　　　　受光側集光レンズ
５３　　　　受光側集光レンズ
５４　　　　受光ヘッド（受光部）
５４－１～５４－３　　受光ヘッド（受光部）
５５　　　　受光側光ファイバ（受光部）
５５－１　　受光側光ファイバ（受光部）
５５－２　　受光側光ファイバ（受光部）
５５－３　　受光側光ファイバ（受光部）
５６　　　　分光測定装置（受光部）
５７　　　　膜厚演算コンピュータ（膜厚演算部）
６０　　　　プラズマ発生手段
６０Ａ　　　反応プロセス領域
６１　　　　ケース体
６１Ａ　　　アンテナ収容室
６２　　　　誘電体板
６３　　　　アンテナ
６４　　　　マッチングボックス
６５　　　　高周波電源
７０　　　　反応性ガス供給手段
７１　　　　酸素ガスボンベ
７２　　　　マスフローコントローラ
７３　　　　アルゴンガスボンベ
７４　　　　マスフローコントローラ
７５　　　　配管
７５ａ　　　導入口
８１ａ　　　膜厚補正板
８１ｂ　　　膜厚補正板
８１ｃ　　　膜厚補正板
８１ａ－１～８１ａ－３　　補正小片
８１ｂ－１～８１ｂ－３　　補正小片
８２ａ　　　螺旋棒（補正部材移動手段）
８２ｂ　　　螺旋棒（補正部材移動手段）
８２ａ－１～８２ａ－３　　螺旋棒（補正部材移動手段）
８２ｂ－１～８２ｂ－３　　螺旋棒（補正部材移動手段）
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８３ａ　　　原動軸（補正部材移動手段）
８３ｂ　　　原動軸（補正部材移動手段）
８３ａ－１～８３ａ－３　　原動軸（補正部材移動手段）
８３ｂ－１～８３ｂ－３　　原動軸（補正部材移動手段）
８４ａ　　　補正板駆動モータ（補正部材移動手段）
８４ｂ　　　補正板駆動モータ（補正部材移動手段）
８４ａ－１～８４ａ－３　　補正板駆動モータ（補正部材移動手段）
８４ｂ－１～８４ｂ－３　　補正板駆動モータ（補正部材移動手段）
８５ａ，８５ｂ　　シールド
９０　　　　膜厚制御装置（膜厚調整手段・膜厚分布調整手段）
Ｓ　　基板（基体）
Ｓ０　　　　モニタ基板（基体）
Ｓ１　　　　モニタ基板（基体）
Ｓ２　　　　モニタ基板（基体）
Ｓ３　　　　モニタ基板（基体）
Ｖ１　　　　バルブ
Ｖ２　　　　バルブ
Ｖ３　　　　バルブ

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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